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国際的ࢹ఺からݟるίϩナとエネルΪー政策

国際政治学ऀ，山ೣ総合研究所୅ද

浦ࡾ ྤྷ (みうらɾるり)

東京大学大学Ӄ法学政治学研究科博࢜課程修ྃ，
博࢜(法学)。日本学術振興会特別研究員，東京
大学政策ビジョン研究センターࢣߨなどを経て
2019 年より現৬。『21 世紀の戦争と平和―徴兵
制はなぜ再び必要とされているのか』(2019年)，

『シビリアンの戦争―デモクラシーが攻ܸ的に
なるとき』(2012 年)など著書多数。

新型コロナウイルスとの戦いは長期戦となる一方，ウイルスについての知見も஝積しつつあります。不確
実性を言い出せば，世の中のあらゆること――それこそテロから天災に至るまで――には不確実性が伴いま
す。不確実性は何が起こるかわからないということであり，もう少し予測可能になってくるとリスクとして
認識できます。例えばコロナの場合，෢׽での集ஂ感染発生後の 2 ि間は十分な情報が入らず不確実性が大
きかった。しかし，中国からの報告やダイϠモンド・プリンセス߸の検疫等のデータが஝積した後は，˓˓
のリスクという言葉で語ることができる段階に達していました。「第一波」のデータが利用可能になると，そ
のリスクさえ大部分が定量化可能になった。リスクの大部分が定量化できれば，ウイルス抑圧策のコストと
比較が可能になります。重要な点は，不確実性もリスクもӬ遠にゼロにはならないということ。৻重策の理
由として引き合いに出される「まだわからないことがある」というのは研究者が明言を避ける姿勢としては正
しいのですが，他分野とのコスト比較を避けるために用いられてはなりません。それは政策に責任を負う人
の態度ではないということです。従って，政府は判断を専門家任せにしてはならず，幅広い責任を伴う政治
決断が必要です。いまやロックダウンを経験した国においても経済社会の持続可能性を考えたコスト比較の
視点が導入され始め，当初の政策を見直す動きが出てきました。ゼロリスクを求めれば٫って安全が損なわ
れる。不確実性から目を背けたりリスクをなかったことにするのではなく，持続可能性の観点からその両方
を念頭に置いた施策が必要です。

パンデミックは国際政治において「新しい安全保障」と呼ばれる領域にଐします。新しい安全保障領域にお
いては，旧い安全保障のように対立を基調とする国際関係ではなく，国際協調による問題解決が期待されて
きました。しかし現実には国際協調は停଺し，排外主義や自国中心主義がຮ延しました。おそらく唯一例外
的な動きは，欧州で高まる環境エネルギー分野における協調の議論です。そこには，持続可能性のための国
際協調と投資を通じて国内経済を活性化させるという意味も込められています。それが，21 世紀的な公共投
資としてのグリーン・リカバリーの概念です。コロナからの回復の過程ではध要がऑいままにとどまるた
め，公的資金による景気の下支えが求められます。いまの議論は，公的資金でध要を૑出するのであれば，
以前に存在した経済をそのまま立て直すのではなく，新しい社会への移行を後ԡしするような投資が行われ
るべきだということです。ະ来への投資は，将来世代を重視する，より健߁でグリーンなものでなければな
りません。それはエネルギー政策に置きなおせば化石燃料ベースの経済に戻らないということであり，米国
のグリーン・ニューディールのように省エネ，再エネ，஝電の技術を情報化と組み合わせたスマートグリッ
ド，スマートシティーの構想を大きく前に進めようということです。コロナ以前の世界においてもっとも஫
目を浴びていた国際問題は気候変動だったことを思い出してください。アフター・コロナでは，国際競争力
の観点からも，人々の福ࢱの観点からも，環境エネルギー政策における持続可能性が大きなカギとなるで
しょう。日本も立ち遅れてはなりません。

(2020 年 9 月 14 日 記)

( 1 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.11 (2020)
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時論 これからの原子力ɿൃ電ɾ燃料څڙɾ$0ù আڈ
ງ խ෉ (ほり・まさお)
原子力システム研究࠙話会
1957～1998 高速増殖炉の研究・開発(日本原
子力研究所および動力炉・核燃料開発事業ஂ)
1998～ 将来エネルギーシステムの研究

地球規模の温暖化が進み世界各地で異常気象が観測さ
れている。温暖化の主因は温ࣨ効果のある気体，とくに
二ࢎ化炭素(CO2)の大気中におけるೱ度上昇と推測され
ており，CO2 の主な発生源であるエネルギー供給におけ
る対策が課題となっている。2020 年初からの新型コロ
ナウィルスのຮ延は世界のエネルギーध給にも大きな影
響を及΅しているが，長期的な CO2 排出削減の必要性
は変わらない。

温暖化཈制のための$0ù ഉ出ݮ࡟目標
IPCC「1.5 ℃特別報告書」には温ࣨ効果ガスの代表的排

出 4 経路における気候の予測や影響の評価が示されてい
る。気温上昇を 1.5 ℃以下に抑えるには，いずれの排出
経路でも CO2 排出量を 2050 年にほ΅正味ゼロに低下さ
せ，それ以降の 21 世紀後半にはネガティブエミッショ
ン(負排出)すなわち大気中の CO2 除去が必要になる。
2 ℃シナリオでも時期・大きさは異なるが 21 世紀後半に
は負排出が必要となっている。

このような大幅な CO2 削減目標を達成できるエネル
ギー計画を作成・実施していくことが世界・各国の٤緊
の課題となっている。

ੈքのエネルΪーγナリΦに͓ける原子力
国際エネルギー機関(IEA)の「持続可能シナリオ」にお

ける電力セクターを見ると，全発電量は 2018 年
26,603 TWI から 2040 年 38,713 TWI へ 46％増加する
が，2018 年にシェア 64％の化石燃料は半減してシェアは
21％になる。原子力は 2018 年 2,718 TWI から 2040 年
4,409 TWI に発電量は 1.6 倍に増加するがシェアは 10％
から 11％への増加にとどまる。一方，再エネは 2018 年
6,799 TWI(シェア 26％)から 2040 年 26,065 TWI(67％)
へ 3.8 倍増加し，とくにこの中の変動型再エネの風力・太
陽光は，発電量 1,857 TWI(シェア 7％)から 15,503 TWI
(シェア 40％)へと 8.3 倍の大幅増加となる。

電ߏݯ੒と原子力のフϨΩγϒルӡస
このように電源構成に઎める太陽光・風力などの変動

型再エネの割合が増加していく近ະ来の電力システムに
おいて原子力はどのような役割を担うのか？

脱炭素化電力システムは，ᶃ省燃料の太陽光・風力な
どの「変動型再エネ(VRE)発電機器」，ᶄ短期変動に対す
る電஑やध要応答などの「ଈ応型平準化機器・機能」，ᶅ
長期変動に対する原子力・水力・火力(CCS 付き)発電な
どの「司ྩ可能な(Firm)発電機器」，から構成されるᾜ。

電力取引市場ではこれらの構成要素から成る系統を競
争的環境で運用していくことになるが，その場合原子力
もフレキシブルな運転をすることにより収益を増す可能
性が出ている。

フランスでは大型軽水炉の負ՙ௥従運転が日常的に行
われている。この技術・経験をもとに米国の電力取引市
場において軽水炉のフレキシブル運転の経済性をシミュ
レーションで評価した例ではフレキシブル運転の方が
ベースロード運転より収益が向上している。

このように将来の電力市場では，原子力は容量市場で
の司ྩ可能な発電能力(kW)のあるプラントの「kW」価
値に「􀎔􀎔kW」価値を加えることにより，「kWI」価値のマ
イナスより大きくなり得る。変動型再エネの割合が増え
た市場では原子力のフレキシブル運転はその必要性に見
合う対価を得ることができる。

既存軽水炉のフレキシブル運転利用に加えて，負ՙ௥
従が可能で経済的な新型原子力プラントの導入は重要と
なる。最近の検討ᾝでは，上述の脱炭素化電力システム
において VRE 発電と Firm 発電からなるシステム全体
のコストを最低にする条件では相互補完よりも相互に相
手を置換する関係になるとしており，フレキシブル新型
原子力プラントのコストダウンの達成はそのシェア拡大

ᾜ N.A. Sepulveda, J.D. Jenkins, F.J. de Sisternes, R.,. Lester
ʠTIe role of firm loX-carbon electricity resources in deep
decarbonization of poXer generationʡJoule., 2 (2018), pp.
2403-2420

ᾝ Mengyao :uan, Fan Tong, Lei Duan, JacRueline A. DoXling,
Steven J. Davis, NatIan S. LeXis, ,en Caldeira,ʠWould firm
generators facilitate or deter variable reneXable energy in a
carbon-free electricity system ʡApplied Energy, Volume
279, 2020

( 2 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.11 (2020)
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に大きく反映されることになる。

電力化率と原子力ߴ
エネルギー効率の向上のためには，೤ध要などもヒー

トポンプを利用して電力で賄い電力化率を格段に向上さ
せる方策は効果的である。

世界の電力化率(最終エネルギー基準)は現在約 20 ％，
2040 年 28 ％(IEA 持続可能シナリオ)，日本の電力化率
は現在 26 ％，2050 年 46 ％(RITE の 2℃シナリオ評価)
となっている。(WEO2018 では世界の電力化率の技術
的可能な最大として「2040 年 65 ％」に言及)

このような高電力化率を指向する場合はこれまでの容
量増加速度の実績から見て，変動型再エネよりも原子力
が頼れる存在となる。

原子力によるਫૉɾ燃料のڅڙ
これまで原子力のエネルギー利用は発電用が主体で

あった。電力セクター以外にも原子力エネルギーの供給
が可能になれば原子力の寄与は拡大する。そのために
は，水素・プロセス೤・運輸などの非電力エネルギー分
野へも原子力の供給を拡げていく必要がある。水素製
造，合成燃料製造，製鉄などのプロセスへの೤供給，海
水脱Ԙ，運輸(ഫ用)，地域暖๪などについてはすでに一
部で検討ö࠾用されている。とくに高温ガス炉による高
温೤供給が実用化すれば利用価値・範囲が格段に向上・
拡大する。

最近，再エネ電力から電気分解で製造する「グリーン
水素」が஫目されている。水素単体，アンモニア，あるい
は水素と CO2 から製造する合成燃料(eFuel)として，化
石燃料製品に代わって非電力エネルギー供給を行う構想
である。

同じ電気分解で水素を製造する場合，軽水炉などの原
子力プラントから製造する水素は再エネ起源の水素より
設備利用率が格段に高く経済的に有利と目され，原子力
は水素経由で燃料などの非電力エネルギー供給の中心的
役割を担える。

$0ù আڈへの原子力のར༻
1PCC などの評価によると 21 世紀後半には年最大

10Gt-CO2 のオーダーの負排出(CO2 除去)が必要になっ
てくる。CO2 除去の方法としては，IPCC ではバイオマ
ス発電 􀀫􀀫CCS(BECCS)を想定しているが，このほかに
直接ۭ気回収(DAC, Direct Air Capture)などさまざま
な方法が試験・検討されている。これらの中には DAC

のように大量のエネルギー(電力・೤)を消අするプロセ
スがあり，CO2 を出さない原子力はその重要なエネル
ギー源になる。

DAC などで大量の CO2 を回収して地層に処分する場
合，回収プロセスの大量エネルギー消අ，CO2 の貯留の
規模の大きさ，社会的受容性などの課題があり，より難
度の低い方式の検討も行われている。

その一つとして，バイオマスを炭化して炭(バイオ
チャー)にして，利用・貯留する方法がある。炭は，ۭ 気
中に放置しても数百年～数千年間安定なので貯留が容қ
であり，また土壌改良材・工業材料・構造材料など農業・
工業などの用途で安定的に使用できる。

また，炭化プロセスにおいて同時に生成されるش発性
炭素化合物から合成燃料を製造し，これで化石燃料を代
ସすればその分 CO2 排出量を削減できる。

このプロセスに原子力からエネルギーを供給すると，
大気中 CO2 の除去と合成燃料供給の両方による CO2 除
去効果はバイオマスのみ使用する場合に比べて 60 ％以
上向上するᾞ。

今後，このような太陽光・風力・バイオマスなどの太
陽エネルギーと原子力の協働的プロセスによってエネル
ギー供給をしながら地球規模の炭素॥環を効果的にコン
トロールするシステムの構築・運用は必ਢと考える。

ίϩナޙのエネルΪー政策
2020 年初から新型コロナ(COVID-19)ウイルスのຮ

延を防ぐための制限措置などにより，世界的に GDP・エ
ネルギーध要が大きく低下した。年半ばから経済活動の
再開により成長率は઴次回復しているものの，エネル
ギー消අの減少はリーマンショック時よりはるかに大き
く，今後エネルギーध給に不可逆的な構造変化を生じる
可能性が出ている。

COVID-19 後の経済回復・温暖化対策・エネルギー政
策に関しては，関係する国際機関(IEA，IMF，NEA，
IAEA)，業界ஂ体(WNA)などから各種の検討結果が出
されている。その中で原子力が果たすべき役割と重要性
を強調する見解が示されている。

今後 COVID-19 のパンデミックから世界が回復する
過程において，エネルギーध給構造の変革に際してはリ
スク・ベネフィットに基づく科学的・合理的なシステム
選択がなされることが望まれる。それによって原子力が
その特長を生かして電力および非電力供給において相応
の役割を果たしていくことを期待したい。

(2020 年 9 月 18 日 記)

ᾞ ງխ෉「カーボンネガティブ・エネルギーシステム」(Amazon
,indle, B083G1278,, 205 ϖージ 2020.01)
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座談会座談会
1F 事故をふりかえり，今後を展望する

フリージャーナリスト 井内千穂
電力中央研究所 井上 正

日本科学技術ジャーナリスト会議 小出重幸
本誌 佐田 務

当会理事 佐治悦郎
日本経済新聞 滝 順一

国際環境経済研究所 竹内純子
日本原燃 田中治邦

原子力安全研究協会 松浦祥次郎
元東芝 藤田玲子
東京大学 山口 彰

東京工業大学 澤田哲生(司会)
＊ 50 音順掲載

福島第一原子力発電所事故から 9 年余。新規制基準などにより原子力発電所の安全性は向上した
が，再稼働をはじめとして原子力全般を見る世論は依然として厳しい。事故後の反省とそこから得ら
れた教訓は十分に反映されてきているのか。原子力をめぐるこれからの地平にはどのような姿が見え
るのか。原子力関係者がこれから行うべき取り組みとは何か。

Keyword: Fukushima Daiichi Nuclear Power Station Accident, COP21, COVID-19, renewable energy, accident
investigation committee, integration of knowledge, crisis management, bureaucracy, strategic energy plan,
LCOE, nuclear fuel cycle, regulation, safety goals

Ⅰ．3.11 から 10 年を俯瞰的に総括する

ビジョンがなければ，原子力産業は衰退する

澤田 2011 年 3 月 11 日の福島第一原子力発電所(1F)
事故(通称 3.11)からやがて 10 年の節目を迎えます。こ
の間を振り返り総括し，そして今後の展望をひらくのが
この座談会の目標です。原子力に対する社会からの要請
や期待の話と，原子力政策，学術，そして事業者やメー
カーを含めたビジネスを念頭に置いていただきたく思い
ます。いま言えること，言うべきことは何か，包括的視
点からの振り返りを，まずはメディアのお二人，小出さ
んと滝さんからお願いします。
小出 エネルギーの問題を考えていく時には，原子力

エネルギーを排除して現実的に成り立つのか。多くの市
民は，原子力抜きでこれからの社会が成立することは難

しいということは理解していると思います。ただ，その
ことは漠然と理解しているものの，そのことを信頼でき
る人が，きちんと明解に示してくれるということが十分
ではないと思います。

次の問題が，1F 事故対応後の議論が不十分だったこ
と，事故後の対応には多くの問題点がありました。それ
に対してどうすべきだったかという議論が不十分なまま
に，再稼働の話が進んでいます。このことにみんな，違
和感を覚えていると思います。

あの事故それ自体とその後の対応で，信頼が失われま
した。それをどう回復していくか。そのためのコミュニ
ケーションをどう構築していくか。これが大きな問題意
識になると思います。さらに政界，原子力や科学を含め
た学界，経済界が，さまざまな形で個別にメッセージを
発信しています。その一方で市民の側からすれば，これ
からのエネルギー問題を考える上で，統合したメッセー
ジ，信頼されるメッセージがないのです。そのことに市
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民は困っています。
今のエネルギー政策の背景には，このような事実や考

え方があるということを，信頼できる科学者たちのグ
ループがまとまって，彼らなりの思想に裏付けられた
メッセージが社会に繰り返し発信されれば，多くの人は
それを聞こうとする気になったのではないかと思います。

一方でメディアにも問題がありました。今回のコロナ
ウイルス対応でも明瞭になったことがあります。それは
情報汚染です。誤解に基づく情報提供や偽の情報，悪意
を持った情報が SNS を含めて流通することがあります。
それらが統合されると，社会全体が大きくミスリードさ
れるという事態を招きます。福島のこれから，エネル
ギーのこれからを考える上でも，それらにどう対処して
いくかを考えることが，必要だと思います。
滝 この約 10 年間で一番気になっていることは，1F

事故調査です。事故直後には複数の調査委員会が立ち上
がって調査しましたが，どれも中途半端なままで終わっ
ています。とりわけ国会事故調は報告書提出後もフォ
ローが必要だとしていたものの，誰もフォローしていま
せん。この問題にはきちんと決着をつけられないままに
終わることが一番気になっています。事故に至るまでの
歴史的過程と，事故で何が起きたか，事故時にどんなこ
とをして結果的にどんなことが引き起こされたかという
ことを，政府から独立し，調査権限のある組織をつくっ
て，もう一度総合的に調査し直すということが必要だと
思います。

メディアもまた，この 10 年を機に独自の調査をして，
まだ隠れている事実を掘り起こして，もう一度この問題
に光を当てる努力が必要だと思います。

それから，司会の澤田さんからは，原子力を続けてい
く上で必要な要件を求められましたが，私は，日本では
原子力はこのままの状態だとおそらく滅び去っていく産
業，最低限の産業や研究基盤は残るでしょうが，これま
でのような産業規模の何分の 1 しかない小さな産業に
なっていって，影響力も小さくなっていくというのは止
められないと思います。それを仮にもう一度回復させた
いのであれば，ビジョンが必要だと思います。

そのビジョンを示すのは政治だと思います。政治が，
私たちのこの日本という国家をこういう方向にもってい
きたいから，原子力が必要だということを明確に言えば
政策やビジネスもついていく。国民もついていくかもし
れません。この点では，政治のリーダーシップが足りな
いということが気になります。

一方で原子力は安いという利点が強調されがちです
が，気候変動対策，CO2 を出さないという点で，明らか
に石炭火力や天然ガス火力より優れています。化石燃料
を燃やす発電は減らしていかなければならない。その代
わりにベースロード電源としての原子力の再興というも
のを合わせ技でやらないと，日本の電力供給はたちゆか

ないのでは。電力会社も化石燃料から，再生可能エネル
ギーと原子力への復興ということを，もっと明確に出す
べきです。もちろんそれは，簡単ではない。けれども政
治とともに，そのことを明確に示していく必要があると
思います。

もう一つ必要な要件は，安全保障です。これはエネル
ギー安全保障だけではない。今は中国やロシアが途上国
に対して原子力輸出をして，世界の原子力技術をこの両
国が握っていく構造が見えてきている。アメリカもヨー
ロッパも日本も原子力に対する積極性はみられません。
21 世紀後半はそのような世の中になるのだけど，それで
よいのかという問題があります。もし日米同盟がイコー
ル原子力同盟でもあるというのであれば，もう一度アメ
リカと手を組み直して，途上国向けあるいは国内向けに
原子力の重要性を訴えていくということが必要になると
思います。その原子力とは次世代の SMR(Small Modular
Reactor：小型モジュラー炉)かもしれないけれども，そう
いう研究開発面での取り組みが必要ではないでしょうか。
中国が一帯一路で原子炉を売り込むのであれば，日本は
アメリカとともに，自由で開かれたインド太平洋という
看板のもとに，途上国に対して原子炉技術を何らかの形
で提供し，日本の原子力のリーチを伸ばしていく。これ
が安全保障上大事であるということを国は言うべきです
し，ビジネス界や学術界でも賛同する方がいれば言うべ
きだと思います。

それから学術界においては，高レベル放射性廃棄物の
問題に真剣に取り組んでほしい。原子力発電環境整備機
構(NUMO)だけでは進展しません。原子力学会や地質
学会，地震学会，水文・水資源学会といった関係する多
くの学会が今，わかっている事実を整理して議論のベー
スをつくる。ある程度，中立性があるアカデミアが議論
の土台を用意して，かつ国民的議論を起こすような動き
をしていかないと，いつまでたっても進まないでしょ
う。これが解決しないと原子力自体が進まないのは自明
ですね。ここは事業者や行政だけではなくて学会の出番
だと思います。
澤田 原子力が復興をめざすのであれば，政治的な決

断やメッセージが必要だ。けれども，今の政治は全くこ
の問題に触れていないということですね。
滝 これだけ安定した安倍政権でさえも，この問題に

ついて何もしなかったということからして，私はとても
悲観的に考えています。
澤田 安倍政権発足当時は，インドなど海外へのビジ

ネスに取り組んでいたけれども，だんだんと消極的に
なってきました。これに対しては産業界にも学会にも，
不満の声がある。しかしながら，そこにテコ入れするす
べを何も持っていません。
滝 今後は気候変動問題が鍵だと思います。パリ協定

と整合性を持つために，ヨーロッパでは 2050 年ぐらい
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までに CO2 の排出をゼロに，日本は 8 割減にすると
いっています。政府がもし，その約束を本当に守る必要
があると認識しているのであれば，原子力なしではでき
ないはずです。
澤田 それは結局，スウェーデンモデル(水力 47 ％，

原子力 35 ％，風力 10 ％，バイオマスなど 7 ％[電源構
成・2015 年実績])みたいにならざるを得ないということ
ですよね。
滝 あるいはイギリスモデルと言いたいです。
澤田 電源構成では原子力に 3～4 割を負担させ，あ

とは水力などを含む再生可能エネルギーと…
滝 若干の化石燃料で賄う。これは世界的要請でもあ

ります。気候変動問題というのは極めて重要な問題であ
るということを，政府や国民が認識し直さなければなら
ないと思っています。
澤田 環境省は，原子力の問題にまともに向き合う気

がないですね。
滝 これは環境省というより，経産省の問題です。
澤田 小出さんと滝さんの見立てに対するコメント

を，フリーランスのジャーナリストである井内さんにい
ただきたいと思います。
井内 小出さんからは「統合されたメッセージが必要

だ」というお話がありました。誰が，どのように統合し
たメッセージを発信するのでしょうか。「信頼できる科
学者たちのグループ」とは誰のことでしょうか。滝さん
は，「ビジョンを示すのは政治だ」と指摘されました。仮
に政府が何らかのビジョンを示したときに，国民がどれ
ぐらいそれを信頼してついて行くのか疑問です。また，
気候変動問題は大変重要ですが，その問題に原子力がど
れぐらい貢献できるのか，諸外国ではどのように議論さ
れているのでしょうか。少なくとも日本国内では，気候
変動問題に原子力が貢献するというイメージがなく，再
生可能エネルギー一辺倒の印象があります。なぜ，原子
力の貢献にあまり言及されないのか私は疑問に思いま
す。
藤田 2015 年の COP21 の前に，パリの原子力学会が

世界に向けて，原子力は地球温暖化に非常に効果的だと
いうメッセージを 60 か国の原子力学会長のサインで出
しました。ただし，それがしっかりと効を奏したとまで
は言い切れません。
澤田 そういう決議は政治，政策レベルの話で一般の

人々には伝わっていませんね。
井上 僕は，原子力学会誌を読んでも面白くないと感

じています。それは，とにかく対極意見に触れずエネル
ギーセキュリティ上原子力は必要だという論調が優勢だ
からです。学会誌の読者は会員だけでなく一般の人でも
あるのであれば，そうした議論には一般の人はついてこ
ないでしょう。原子力を進めるためには，一般社会との
価値観の共有が必要です。それができていない。1F 事

故以降，日本で何が変わったのか明確になっていない。
1F でも片付けるにはまだ数十年はかかる。そして高レ
ベル放射性廃棄物の処理，処分については地層処分の技
術的視点の話ばかりで，社会が何に不安を感じているの
か，何を求めてるのかといった議論がほとんどありませ
ん。これでは社会と価値観の共有ができないでしょう。

また，学会誌の座談会で，高速増殖炉(FBR)の議論も
しています。けれども FBR は，核燃料サイクルを同時
にやらなければ意味がないのに，それに関する議論があ
りません。私はその分野にずっと関わってきています
が，高速炉サイクル技術はまだ実用化できる段階に至っ
ていません。そのことも国民に情報を提示した上で，議
論を進めていかないといけないでしょう。また，私もこ
のままだと既存炉の再稼働までで，その後の原子力は技
術面，社会的な面からみても続かないと思っています。
あと付け加えますと，残念ながら今の日本の国立研究所
や大学で，原子力の新しい技術を開発していけるような
技術力をもっているところはありません。
澤田 価値観を共有するためには，どうすればいいで

すか。
井上 そのためにはまず，原子力分野でこれまでどう

いうことをやってきて，どういう成果を得たのかきちん
と説明すべきです。原子力分野にはこれまでの 40 年間，
相当の資金が投入されてきました。でもその結果は社会
でほとんど実装されていません。そこでの反省は何か。
まずその総括を行い，わが国の研究開発戦略，体制を抜
本的に変えていく必要があると思っています。それらも
含めて社会への説明が必要だと思います。
澤田 もっと近場の話で言うと，1F 事故後に事故調

査委員会がいくつかできました。学会にもできました
ね。けれども，その最終的な決着の結果でさえも，人々
に伝わっていません。一般社会と価値観が共有できてい
ませんね。その努力は誰がすべきだったのでしょうか。
井上 それはわれわれ，業界にいる者全員です。皆さ

んは政治に期待するという話ですが，そんなことではい
つまでも国民の信頼は回復できません。
藤田 原子力学会でも事故調査委員会を立ち上げ，報

告書をまとめました。原子力学会がほかの事故調査委員
会と違って唯一ポイントとして挙げたものが，最後の成
果報告会の時には発表されませんでした。その内容は何
かというと，2002 年ぐらいまでは原子力白書で深層防護
という言葉がきちんと入れられていました。これは国際
原子力機関(IAEA)の深層防護基準の INSAG-10 という
報告書に基づいたもので，ヨーロッパだとフィルターベ
ントが代表的なものです。それからアメリカだと，原子
力プラントを稼働するためには避難計画が必要ですが，
日本ではその両方を実は無視して深層防護に対する備え
をしなかった。そのポイントをきちんと事故調査報告会
の時に言っていれば，また事故調査報告書に対する評価
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も違ったと思います。そういう意味で，学会は発信が上
手ではない。学会の事故調査報告書にしても，他の事故
調査報告書と異なる新しい知見を恐れずに報告会で強調
すべきだったと考えています。学会としての独立性が担
保されていないことも大きな問題だと思っています。
滝 さきほど，政治がビジョンを示しても，国民がつ

いていかなければ意味がないという指摘がありました。
その通りです。けれども気候変動というのは，おそらく
多くの人が大切だと思っていることなので，そのことで
価値観を合わせていけば，そして 2050 年に脱炭素化し
ようと思ったら，どういう電源構成が考えられるかとい
うことを突き詰めれば，おのずから今の時点よりも原子
力は多くなければいけないということが明らかになりま
す。そうであれば，その時点で新設やリプレースといっ
た話が出てきて，少しは展望が開けてくると思います。
それは決して，原子力を進めるための話ではありませ
ん。あくまで気候変動対策を日本がまじめにやるという
ことであればということです。

IAEA などの報告での将来見通しでは，原子力は増え
てはいるものの，再生可能エネルギーに比べたら増加の
割合がとても少ない。2050 年以降に世界でゼロカーボ
ンを達成させるためには，一定程度の原子力発電が必要
だというシナリオは共有されやすいと思います。

原子力の価値をみきわめる

澤田 竹内さんは政府のグリーンイノベーション戦略
推進会議委員でもありますし，ビジネスの世界も良く分
析されています。ここまでの話を念頭に意見を。
竹内 最初の話に戻りますが，一番大事なのは，原子

力が提供する価値というのは何かというところを改めて
きちんと考えることだと思っています。

原子力発電は当初，豊富で低廉，かつ安定的な電気を
供給できるということで開発が進められました。ある発
電所が一生に必要とするすべてのコストを運転期間中に
生みだす総発電量で除して算出する発電原価(Levelized
Cost Of Electricity: LCOE)で考えれば，基本的には原子
力は「安い電気を供給するポテンシャルのある技術」で
す。ただ，日本では残存稼働期間がどれくらいかわから
ない原子力発電所に莫大な安全対策投資を行っており，
そうした状況では，原子力が本当に豊富低廉な電気を供
給する技術といえるのかは疑問で，過去に原子力のメ
リットと言われていた話と異なるところが出てきている
のも事実です。今まで提供するといっていた価値とは異
なる価値を提供できるのか，今後分散電源の拡大が続く
中で，どのような価値を提供できるのかを問い直す時期
だと思います。
澤田 竹内さんは毎年 COP にも足を運んでいますよ

ね。温暖化対策としての価値があるのではないですか？

竹内 温暖化への貢献は，一つ整理としてはあるで
しょう。パリ協定が求める 2 ℃あるいは 1.5 ℃目標(＊
産業革命前からの温度上昇の幅を 2 ℃もしくは 1.5 ℃以
内に抑制するという長期的な目標)を達成するには，原
子力の活用も当然必要です。ただ，IEA(国際エネル
ギー機関)の見通しでは，再生可能エネルギー(再エネ)
の増加割合が大きく，原子力の割合はそれほど期待され
ていません。これは，特に先進諸国での原発新設コスト
が上昇していく一方で，再エネのコストがどんどん下
がっていることが背景にあります。既存の原発の運転延
長はかなり有力ですが。とはいえ，これは原子力技術の
コストと言うより，自由化による資金調達コストや新型
炉に対する規制の不慣れさなどもあるわけで，原子力技
術の使い方の話という面もあります。原子力を社会に
とって役に立つ技術として活用するには，制度設計も整
える必要がある。例えば安価な資金調達を可能にするよ
うな制度や，規制と事業者の適切な連携がないと実現で
きません。

話をもとに戻して，温暖化対策として原子力技術を活
用することを社会が選択するのであれば，社会が覚悟を
決めて，原子力技術の活用に向けた制度整備も行わなけ
ればなりません。
澤田 では今後，どうすればいいのでしょうか。もう

少しヒントを提示していただけますか。
竹内 社会にどんな価値を提供できるかを関係者が突

き詰めて考えるべきだと思っています。今までの延長線
での安い電気や安定供給ではなく，改めて原子力は何が
できるのかをゼロベースから考える。逆に社会の側も，
どんな価値を必要とするのかということを冷静に評価で
きる軸を持っているかということも大切です。人間はや
はり，直近に見たリスクに，より拘泥しがちになります。

例えば，千葉県では昨年，長期間の停電がありました。
それを経験して太陽光発電や分散型電源や強靱化という
話になったのですが，その分散型電源が今回の九州の長
雨のときにリスク対策として機能したかといえば，全然
完璧ではない。自分が直近に経験したリスクが過大に評
価されてしまう。社会の側も，どんな価値をどういうバ
ランスで持つことが必要なのかというようなことを，突
き詰めて考える必要がある。これをリードするのは，政
治だと思います。
藤田 そういう政治の状態を議論する際にはやはり，

学会が議論して科学的な情報を提示していかなければな
らないと思います。
澤田 それを，どうやってやるのですか。
藤田 一例をあげますが，以前に滝さんから核燃料サ

イクルの成立性について討議した方が良いのではという
指摘をうけて，学会の研究専門委員会では今，2050 年以
降の日本の原子力にとって核燃料サイクルはどうあるべ
きかという議論を 3 年以上にわたって検討しています。
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高速炉をめぐる話にしても，いろんな意見がある。科学
的な根拠にしても一つではなく複数のものがあり，それ
らが収斂していない中で，政治に判断しろと言っても無
理があります。データベースは学会が学術的にまとめて
いかなければならないのですが，そういう取り組みが核
燃料サイクルについてはあるものの，ほかの分野につい
てもやっていくということが，学会の本来あるべき姿だ
と考えています。
澤田 議論するのはよいのですが，例えば学会事故調

にしても，議論してまとめた報告が社会に役立っていな
い。その先をどうするのかについて，しっかりと責任を
持って進めていこうとする人がいないのではないです
か。
滝 調査報告の話にしても，一度公表して社会にそれ

が伝わらなかったら，忍耐強く繰り返して発信しなけれ
ばならないと思います。その継続的な努力が，役所もメ
ディアも学術界も苦手です。この問題は長い時間かけて
取り組んでいく話だと思います。
井上 私も長く原子力に携わっており，原子力は必要

だと思います。ただし，それを理解してもらうには時間
がかかる。今は，エネルギーといえば再エネ一辺倒で
す。私は福島によく行きますが，福島では脱原子力とい
うことで太陽光や風力の設備を至るところに作っていま
す。ただし，それでよかったかどうかという答えが出る
には 20 年かかる。全国大でも寿命がきた太陽光パネル
は大量の廃棄物になる。その時にやっと原子力も必要だ
なという意識になると思います。だから今，私たちがい
る時間軸の間に何をやっておくかが大事だと思いますけ
れどもね。
滝 確かに再エネが本当に主力電源になるためには時

間がかかると思います。けれども，2050 年時点で脱炭素
化するという世界の流れに従うのであれば，今から 30
年後にはこういうエネルギー構成にしなければいけな
い。だったら今，何をしていくべきか，石炭を減らすの
であれば原子力はもう少し戻すとか，今から先取りして
政策を実施していかなければいけない。その議論をすれ
ば，おのずから考えざるを得ないと私は思います。それ
を国の審議会だけでやるのではなくて，全国各地でや
る，そこでいろんな意見を出し合って，一定の納得が得
られるようなプロセスを経ることが必要だと思います。
それをこの 10 年間やってこなかったということが，悔
いが残るところではないでしょうか。
澤田 30 年前といえば 1990 年に国際原子力事象評価

尺度(INES レベル)の運用が始まり，翌年には美浜や浜
岡で INES レベル 2 の事故が発生しました。おそらく今
後 30 年もあれよあれよという間に進んでいきますね。
いま着手しておかなければ手遅れになることが多々ある
のではないでしょうか。
ここまでの話を聞いて，松浦さんはどのような考えで

しょうか。
松浦 原子力を使うことが社会にとってどういう価値

があるか。どのような文明の成果も社会にとって良いこ
とと悪いこととが必ずあります。どちらが大きいか小さ
いかは別にして。原子力について考えてみると，原子力
というのがエネルギーを生産する技術としてはあまりに
も強過ぎるので，これが軍事に悪用されれば人類は滅亡
してしまう。軍事に絶対悪用されないという条件つきで
なら，これは人類が必要とするエネルギーのすべてを賄
うほどの可能性を持っています。最初に価値観をすり合
わせる時に，軍事利用面を無視するかどうかで，選択が
ひどく難しいままになっています。現時点ではその選択
を留保し，原子力に頼るかどうかも決めないでやれるこ
とだけやっていこうとするのが実際的なのであろうかと
いう気がします。
澤田 佐田さんはリスクと便益などについてはいかが

でしょうか。
佐田 4 点，指摘します。一番大きな問題は，便利だ

けれども，万一の事故リスクがある原子力と，私たちの
社会はどう付き合っていくかという真剣な議論がまだ行
われていないということ。2 つ目は，いくつかの事故調
で指摘された原子力ムラの特別意識や独善性の問題。そ
れが技術過信につながり，過去に学ぶ，他者に学ぶとい
う視点を欠如させたことです。この反省はきちんと反映
されているのか。3 つ目は，コミュニケーション不足で
す。事業者と規制機関，事業者と自治体や地域社会との
関係がいびつであり，そのために必要な知見が反映され
なかったことが，各事故調で指摘されています。最近の
関西電力の事案にしても，事業者と地域社会との関係や
コミュニケーションが本当に適切なものになっているか
どうか，電力会社と規制機関，原子力を推進する側と反
対する側との関係やコミュニケーションが，より適切な
ものへと改善されているのかどうかということです。4
点目が知の統合の話ですが，これをめざすには，二つの
概念が必要です。一つは分析・認識科学。何かを突き詰
め極める学です。もう一つは設計科学。これはあるべき
姿を極める学です。原子力関係者においては前者の「分
析」は割と進んでいるのですが，どうあるべきかという
設計科学に関する議論，これに関わるようなトランスサ
イエンスや領域横断的研究が，全く手薄です。原子力学
会の「福島復興・廃炉推進に貢献する学協会連絡会連絡
会」(ANFURD)にしても相応の意義があるとはいえ，基
本的に関連分野のそれぞれの学がもつ知識の寄せ集めの
レベルでしかない。ANFURD に社会科学系の学会が
入っていないことからしても，新たな知の体系をめざす
という知の統合にはほど遠いと思っています。
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Ⅱ．包括的ふりかえりから，個々の重要課題へ

危機管理，知の統合，温暖化，
新たなる神話，安全目標，パワハラ規制…

澤田 以上，みなさんからは包括的視点からのふりか
えりを行っていただきました。ここからは，個々の重要
課題に切り込んでいきたいと思います。

今の世の中は新型コロナの話に席巻され，9 年前の原
子力災害の話は忘れ去られつつあるかもしれません。
3.11 に起きた原子力災害という国内の危機を乗り越えら
れず，対応は混乱を極めた。けれどもコロナをめぐる政
治や政策現場の実態は，原子力災害の時と同じことを想
起させます。

そこで当時，いろいろ苦労された松浦さんにお聞きし
ますが，日本人には危機管理能力が欠けているのでしょ
うか。かつて内閣の危機管理を担当していた佐々淳行氏
は，危機管理監が関連するすべての権限を委譲されるこ
とで霞が関と一体となり，すべてがうまくいくと述べて
いました。9 年前の原子力災害の時には民主党政権の政
治家が口を出し過ぎた。当時の菅直人首相が出過ぎたと
いうことを，佐々さんはしばしば批判されています。民
主党政権を散々批判してきた自民党を軸にした安倍政権
は今回のコロナ対応で，どう贔屓(ひいき)目に見てもう
まく機能していません。今井尚哉首相補佐官のような経
産官僚出身者が霞が関を束ねていてもこの体です。危機
管理がうまくいかない点で，原子力災害と共通する本質
は何でしょう。松浦さんは，遅くとも JCO 事故(1999
年)の頃には，この国の原子力事故という危機管理に関
与されてきましたね。

危機時には，政治家の決心と覚悟が必要

松浦 1F 事故の前に，原子力施設で大きな事故が起
きた時の対応は，米国 TMI 事故を参考にして，また
JCO 事故を反省してそれ相応に考えられていました。
原子力災害対策特別措置法が制定され，それに基づいた
訓練も行っていました。しかし，実際にそれが起こって
みると，その訓練をやったことを生かさなければいけな
いという強い決心をする人が，政治の中にいなかった。
それが一つのポイントだと思います。また，事故直後の
3 月末に私は住田健二さんや田中俊一さんらとともに，
事態の対応に向けた 20 人程の専門家の考えをまとめ，
有志の緊急建言として公表しました。その後，当時の民
主党からの要望をうけて，説明もしました。けれども，
その説明は聞かれただけで放置され，私たちが説明した
ことが実行されることはありませんでした。必要だった
のは，見通しを定めて決心するという当然のアプローチ
が取られなかったことです。

今回のパンデミックの場合は，専門家の意見を聞いて
政治家が決心を述べているようですが，こうしなければ
ならないという強い軸がぶれている。ある時は経済が重
要とされ，ある時は人命，あるいは医療のシステムが，
という話が錯綜しています。全体を貫徹する論理がない
はずはないと思うのですが，それを見極めて決心し実施
しようという，その決心がされていないのです。その点
では 3.11 当時も今も，同じことが続いているのではない
かと思います。
澤田 原子力の将来についてはどのように考えます

か。
松浦 原子力をこれからどうするかということについ

ても，今の世の中をめぐる状況をしっかりと把握すれ
ば，僕は比較的簡単に答えは出てくると思っています。
それでは，自分自身はどういう決心をしているのだと問
われれば，皆さんと一緒に決心する前には議論を十分し
ないと，とんでもない方向に行ってしまう可能性があり
ます。一人が考えたことでは限界があるけれども，全員
で考えても絶対，答えは一つにはなりません。だから，
ある力を持った，ある見通しを取った人たちが必死に
なって議論して答えを出す，出した答えをとにかく実施
するように動いていく，これが大切なことではないで
しょうか。

ただ，先ほど井上さんがおっしゃったように，それは
時間がかかる。まさにそのとおりで，私自身の経験から
しても，ちょっとしたプロジェクトでも最初の提案から
始めて予算を取り事業にして，それが動き出すまでに
は，どれも 20 年以上かかっています。そのくらいは最
初から覚悟してやったほうがいいのです。そういう覚悟
を持ってやるということで，道はおのずと見えてくるの
ではないかというのが私の個人的見解です。
澤田 藤田さんは ImPACT という原子力の将来像を

拓く統合的プロジェクトをリードされていますね。原子
力の知には当然ですが社会科学知も入ってきます。どの
ようにお考えですか。
藤田 一つはさっき申し上げたように事故調の中で深

層防護の点と言われたのがその後，議論されていなかっ
たこと。もう一つはなぜ安全神話に陥ってしまったのか
ということを，きちんと議論する必要があります。これ
がきちんと分析できていないと，次も予測できないトラ
ブルへの非対応という同じ愚を繰りかえすことになる。

さらにもう一つ，事故から 10 年近くたった今，原子力
はまた国策民営でトップダウンで決める体制に戻りつつ
あると感じます。2050 年に原子力はどういう姿を，複数
のオプションとして明確に示す。そのためには広く議論
しなければならないですね。そこでの研究開発のテーマ
は常道である，トップダウンではなくボトムアップで，
ニーズからシーズに落とし込んで，それを社会実装にま
でつなげていくのがあるべき姿のはずです(そうでない
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研究開発は成功していません)。
2050 年まではあと 30 年あるので，ビジョンをきちん

と立てて，複数の戦略に基づいた研究開発をボトムアッ
プで進めていく体制，それをしていくことによって変
わっていくことができる。その一つの問題が高レベル放
射性廃棄物で，それがこれからも増えていく。次世代炉
のニーズとしてはプルトニウムを有効利用でき，マイ
ナーアクチニド(MA)を減らせるような炉が考えられま
す。私はこれまで，革新的研究開発推進プログラム
(ImPACT)というʠ従来の枠を超えた新たな加速器・分
離回収技術ʡを使った国のプロジェクトに挑戦してきま
したが，新たな研究開発の成果は原子力以外の分野では
10 年か 20 年で実用化しています。従来型の原子力界へ
の提言として，最初から放射性物質を扱わなければそれ
ほど時間はかからないし，外からの意見を聞きながらボ
トムアップで研究開発をしていくというのが原子力界に
は必要ではないかと考えています。

ImPACT では，一部成果が出た段階で社会科学的の
専門家にパネリストをお願いしてシンポジウムを開催
し，意見を取り入れながら研究開発を進めました。

必要な知を動員し，普遍化する

佐田 知の統合というのは異なる研究分野の手法や知
を持ち寄って，より普遍的な知の体系を作り上げること
です。各論ではそのことによってリスクを最小化し，社
会のメリットを最大化することにも，ひいてはつなが
る。それは原子力を進めるために使おうとする考え方で
もありません。原子力業界では知の統合のうちの認識科
学にあたる分析は各論で相応に行われているものの，社
会のあるべき姿とそれを実現するためにはどういった知
を導入しなければいけないか，そのためにはどのような
普遍的な知があるのかという取り組みが欠けている。そ
れは日本のアカデミア全体においてもそうだと思いま
す。

原子力のことに立ち戻るならば，一番大切なことは価
値観を調整するということ，そこが一番大きな問題で，
そのためにはどういった知や学を動員しなければいけな
いか，倫理学や社会科学全般の知を動員する必要がある
と思います。もう少し下のサブシステムの話としては，
例えば原子力村の人たちにある独善性の問題，あるいは
社会セクター間の対立やコミュニケーション不足という
問題が各論としてはあると思います。
澤田 そもそもどういった経緯で知の統合の話がでて

きたのですか。また，今のコロナ対応では『パラサイ
ト・イブ』を書いた作家の瀬名秀明さんが産経新聞で，
このような事態の時には統合知が必要だと指摘していま
した。だから，これは何か事があるたびに誰かがそうい
うふうに言うだけなのかなという気もしますが。

佐田 日本で知の統合を本格的に提案したのは日本学
術会議で，福島原発事故が起こる前の 2007 年のことで
す。いろんな多面的な知を持ち寄ることによって，より
普遍的な知の体系をつくろうということです。

知の統合は大き過ぎる概念なので，原子力学会事故調
ではその言葉を使わず，俯瞰的な視点の欠如という記述
にとどめています。なお，1F 事故前の地震や津波を想
定する時に，他者に学ぶとか過去に学ぶとか外国に学ぶ
とか，そういう知見の持ち寄りや反映が少なかった。だ
から，いろんな知を動員して反映しなければならないと
いう反省自体はとても重要なことですが，それは物事に
対処するために必要な知を動員するという，知の統合を
狭い意味でとらえられたものです。
澤田 私は，自然科学の知と社会科学の知をうまく統

合して同じフレームみたいなものをつくり，それでより
高位の知識レベルを獲得しようという発想だと理解して
います。10 年前の時点では，そのような知の統合がな
かったから，あの困難をうまく切り抜けられなかったと
いう風に考えている人々がいると解釈しているのです
が。実はそれって虚妄じゃないでしょうかねえ。
佐田 知の統合の各論の代表例が文理連携や融合で

す。もう少し大きな話をするならば，科学はかつての哲
学から派生したもので，文字通り「学」を「科」に細分化す
ることで，急速に進展してきました。かつては哲学の範
疇の中で何とか全体性が把握しようとしていたものが，
「科学」は細分化と専門化によって，全体をとらえること
ができなくなった。その全貌をとらえようと挑戦した最
後の人たちが百科全書派と呼ばれる人たちでしたが，彼
らとて全体を俯瞰し全体性を回復することはできなかっ
た。とはいえ，細分化し専門化した学では，さまざまな
問題に対応できない。部分最適ではなく全体最適をめざ
すためにも，また，近年の複雑で大きな問題に対処する
ためにも，学の連携や融合の必要性がますます増加して
きた。知の統合は，その流れの中にあると理解していま
す。
滝 知を本当にすべて統合することは不可能です。だ

から，私の理解では，さまざまな諸科学の価値というも
のを人間社会の中でどうやって生かしていくのかという
ことを考えるというのが知の統合だと思います。個々の
科学を束ねるという意味ではなくて，諸科学がどういう
価値をわれわれに与えるのかという観点から科学を見て
いくということが知の統合であると思います。
井上 IAEA の会議では，ナレッジマネジメントとい

うテーマで議論をすることがあります。ナレッジにはい
ろいろな知が必要であり，それをいかにマネージしてい
くか。それに対して僕に回答を求められたことがありと
まどったことがあります。けれども 1F の事故を見てい
ると，これを収束させるためには，必要な知の動員とい
うかナレッジマネジメントが重要だと感じます。
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澤田 ナレッジマネジメントは SECI モデル(Socializa-
tion-Externalization-Combination-Internalization Model)
を開発した野中郁次郎さんらが深化したもので，さまざ
まな知見を共有してマネージすることによって新たな価
値が生み出されるものだと理解しています。

ではここからは，脱炭素と原子力の再構築の話題にう
つります。竹内さんからお願いします。

エネ市場を支配する「神なる官僚」

竹内 エネルギー政策は 3E のバランスと言われます
が，最近は環境の E が最優先であるかのような議論も多
く聞かれます。各国政府だけでなく，金融・投資関係者
なども気候変動問題を判断軸に入れるのが当たり前に
なってきています。あらゆる場面・手段で気候変動対策
が考慮されるのは，20 年近くこの問題と付き合ってきて
いる立場としては嬉しい部分もある反面，なんだかご
ちゃごちゃになっているという感もあります。

例えば，最近の石炭廃止論などをトータルに見ている
と，電力事業に対する規制の哲学がわからない。発電事
業は自由化されていますが，再生可能エネルギーは「究
極の総括原価方式」とでも呼ぶべき固定価格買取制度
(FIT)で導入を進め，石炭火力からの発電電力量を絞る
といった形の計画経済化が火力発電にも導入されるとな
ると，市場に一定程度任せるという制度設計をしておき
ながら，その一方で再エネも火力も計画経済的にコント
ロールしている。自由化市場と最も食い合わせの悪い原
子力だけが放置されている状況に見えます。温暖化の外
部性評価も仕組みがバラバラで，基本的には大幅な CO2

削減には，徹底した電化の促進と電源の低炭素化の掛け
算が必要ですが，再エネの賦課金は電気にだけかかる炭
素税のようなもので，電化の阻害要因になっています。
これだったら，全てスクラップして，大型の炭素税を導
入した方が，シンプルかつ効率的にエネルギーの低炭素
化を進められるはずです。

さらに温暖化では環境などに配慮した ESG(Environ-
ment-Social-Governance)投資は非常に盛んになってき
ているのですが，ESG 投資関係の方で原子力のことを正
面から議論する人はほとんどいない。温暖化のリスクを
言うのであれば，原子力をどう考えるのかももっと議論
されてしかるべきだと思います。ESG 投資はきれいな
イメージで終わる話ではないはずです。
滝 竹内さんのご指摘はとても的を射た本質的な質問

だと思います。電力自由化をうたいながらも，エネル
ギー基本計画でエネルギーミックスを決めていること自
体が非常に計画経済的です。日本の CO2 排出量の削減
目標と，経済性と安全保障，安定供給の話を掛け合わせ
るという議論の流れになっている。これは明らかに自由
市場と矛盾したトップダウンのエネルギーミックスを考

えていることになります。
梶山経産相は 7 月 3 日に，石炭火力のフェードアウト

に向けた検討を始めると会見で述べました。石炭火力を
減らすこと自体に問題があるというのではなく，突然
トップダウンで政策が変わって決めていくというのは，
市場や民間企業，ビジネスのあり方を全く無視してい
る。結局，経産相や周りにいる官僚たちがすべてを決め
て，行政主導をしていく，そのような方法で事業活動を
制限するというのは，問題のある話だと思いました。

本来は民間のビジネスの方々がもっと自由に発言し
て，自由に事業判断をしてほしい。けれども，エネル
ギーミックスが前提としてあり，石炭火力は 2030 年に
26 ％まで認められている。だから，そこまではビジネス
ができると思い，新設の計画をたてる。すべてはエネル
ギー基本計画だと思います。もちろん自由市場だけに任
せておけば，CO2 削減が進むとは思えない。それをやる
ためには産業界の方が嫌いなカーボンプライシング(炭
素価格付け)をやって，CO2 削減に対してインセンティ
ブを与えないといけない。それにしても，あまりにも数
字を盾にした行政主導のあり方というのは，極めて不健
全なことだと思います。

今後は，外部性を内部に取り込んでカーボンプライシ
ングをやっていくということになっていくのではないか
と思います。これは日本ではまだ議論を尽くしていない
し，抵抗はあると思いますが，最終的にそういう議論に
なっていかないと，官僚コントロールという世界がいつ
までたっても続くのではないかと思います。

一方的な政策決断はエネ投資を阻害する

竹内 一番悪いのは，これで結局，日本のエネルギー
全体には投資が怖くてできないということになることで
す。例えば石炭火力を廃止するとなったら，新電力は大
きな影響をうける。2011 年に自由化されて，これから安
い電力で勝負してください，市場で調達するだけでなく
自主電源を持つべきです，と推奨してきた政府の責任を
どう考えるのか。私が自由化後に小規模石炭火力発電を
建設したとしたら，さきほどの石炭フェードアウトの件
は，訴訟を起こすことを真剣に考える話です。日本の原
子力事業者も電気事業者も，政府を対等なカウンター
パートとみなして，納得できない規制・行政にはきちん
と物申すということをこれまでやらなかったことが，両
者の歪んだ関係の根本にあると思います。これは規制の
話にも通じると思います。

当初の制度設計が急きょ変更になり，例えば新電力さ
んの財産権が毀損されたとして訴訟が起こった時に，ど
う判断するのだろう。その議論を見てみたいという気も
あります。

話を戻しますが，規制がコロコロ変わる，自由化と言
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いながら日本のエネルギー市場は政治や官僚によってコ
ントロールされている，と捉えられてしまえば，日本の
エネルギー事業への投資を縮小させてしまいます。海外
からの投資も来なくなるでしょう。制度設計がいった
い，どこに向かおうとしているのか。その精神が全く見
えてこないのです。
滝 エネルギー高度化法や省エネ法で，効率目標や

CO2 排出の原単位目標はつくっています。それに従っ
てわれわれは規制をしているという話なので，ちゃぶ台
返しとは簡単に言えないところが日本の官僚の賢いとこ
ろで，布石が置いてある。だから日本では訴訟にはなら
ないと思いますが，おっしゃるとおり欧米だったら訴訟
が起きてもおかしくないような状況だと思います。

再エネだけで賄えるという「再エネ神話」

澤田 田中さんは再エネと原子力との関係をどのよう
に見ていますか。
田中 今の議論のテーマである脱炭素と原子力の再構

築をどうやっていくかというのは，次のエネルギー基本
計画(エネ基)をどう書くかということしかないでしょ
う。今の日本は縮原発の政策を取っている。それをエネ
基で閣議決定し，さらにパリ協定にもとづく成長戦略と
しての長期計画も閣議決定し，国連の IPCC(気候変動に
関する政府間パネル)に日本は原子力を可能な限り減ら
して，再エネをやっていきますということを堂々と提出
しました。

その代わりにどうやって脱炭素するかというと，再エ
ネで 100 ％やることしかありません。このため経産省は
必死に再エネ拡大のためのあらゆる政策を打とうとして
いる。それが成功すればよいのですが，原子力の安全神
話と言われたように，そこには再エネ神話があるのでは
ないでしょうか。本当に再エネ 100 ％で日本がやってい
けるのか。それは絵に描いた餅だということが，まず 1
つ目に重要なことだと思います。

本当に脱炭素しようとするのであれば，そこで使える
のは再エネと原子力と排ガスから CO2 を回収し利用す
る CCUS (Carbon dioxide Capture, Utilization and
Storage)付きの火力しかない。その 3 つを組み合わせて
やっていこうとする時に，再エネを 100 ％にしてほかは
不要だというのは不可能です。再エネ拡大には限界があ
る。その数値をはっきりと示して，その上で CCUS つき
の火力と原子力もやっていかないといけないということ
を論理的に国民に説明し，政治家に説明して納得しても
らうという材料を提示するということが重要です。

また，LCOE の発電原価で比較すると，原子力はコス
ト高になり，再エネ，特に太陽光が一番安くなる。その
際には LCOE だけでなく，外部性まで加味できるかど
うか。これは外部性の定義にも関わりますが，トータル

としての電力，エネルギー供給コストを見る必要があ
る。LCOE 単独で見て再エネが安いからといっても，全
体が本当に安くなっているかどうかを示した上で，再エ
ネに限界があることを定量的に示していく。そういう材
料があればいいと思っています。
澤田 原子力の将来についてはどうでしょうか。
田中 原子力の再構築については，原子力を使うこと

が日本に必要だということを国民全部が納得することは
無理でしょうが，理解できるようにするためには 3 つの
要素が関わります。一つは原子力をなくして再エネをや
ろうとしても，再エネには限界があるという定量的，定
性的説明，二つ目は規制委員会の基準を通った今の原子
力発電所の安全性は圧倒的に向上しており，他の社会リ
スクと比べても相当優位にあるという説明です。三つ目
は高レベル放射性廃棄物処分がいまだにきちんと解決し
ていない。この問題の解決には時間がかかる。当面は最
初の二つのことがらを説明することで，日本の将来のエ
ネルギー供給をしっかりとデザインできるようになって
いくことを期待しています。
澤田 中盤の話を少し整理すると，脱炭素と原子力の

再構築というこれまでの議論の中で，竹内さんが指摘さ
れたことで印象に残ったのは，電力事業は今，計画経済
化している。再エネ，特に火力はそういう傾向があっ
て，自由化と非常に折り合いの悪い原子力だけ放置され
ている。だから今，電力事業は非常に投資しにくいよう
な状況になっている。エネ基では再エネ重視で石炭火力
はなくす方向，一方で自由化の波を食らって原子力とい
うのは一体どこに落ち着くのかよく分からない。そうい
う環境では投資しにくい。原子力は歴史的に見ても社会
的責任投資(SRI: Social Responsibility Investment)の観
点からはネガティブスクリーニングされている。だから
原子力は CO2 削減には有利なのですが，投資環境から
見ると扱いにくい存在になっている。

さて，ここで小出さんにここまでの議論について，意
見を伺いたいと思います。

1F の最終的な姿をどうするか

小出 エネルギーや原子力問題の原点に戻れば，私た
ちが「ナショナル・セキュリティ」に，どう向き合うのか，
それを明確にし，共有しなければならないという問題が
あると思います。セキュリティには，「防衛」面もありま
すが，エネルギーのナショナル・セキュリティを冷静に
考えれば，日本の現状では原子力エネルギーなしには，
産業や社会を維持できない。多様な再生エネルギーが開
発されていますが，電源系統と供給を考えれば，これだ
けで全部を賄うことはできない。ある期間は現在の軽水
炉を使わざるを得ないと思うのです。これを前提に，原
子力界からも技術的課題とリスク，最新の試算に基づく
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経済性などを，オープンな場で議論し，「リスクはあるけ
れども活用してゆくプログラム」を提示してほしいと思
うのです。

「事故はありません」，「万一の事故を起こさないため
に……」――というレトリックでは，もう人々の心には
届きません。「事故はありうる，そのリスクとベネ
フィットを両面から考えて下さい」という前提に立った
コミュニケーションなしには先に進めないと見ていま
す。

こうしたなかで，残念な例もあり，「失敗から最大限の
教訓を引き出す」という視点でお話します。

1F の廃炉問題で，その最終プロセス設計は重要な課
題ですが，具体的に提示されていない。汚染されたデブ
リを取り出し，原子炉も全部撤去して，更地にするとい
う方法もありますが，一方では，炉心など放射線量の大
きいコア部分だけは，鉄やコンクリートで固めて数百年
間現場で管理し，線量が落ちた後に処理するという方法
もある。取り出しに伴う作業員や環境へのインパクトを
考えれば重要な選択肢です。

この手法には「石棺」方式の呼称がつけられていました
が，2016 年，原子力損害賠償・廃炉支援機構(NDF)の技
術戦略プランに「石棺方式」の表現が出ていたことから，
地元の福島県知事らが「石棺の表現は県民の復興への意
欲を著しく削ぐ」と反発。経産省，NDF へ抗議しまし
た。

このとき，高木陽介副大臣と山名元・NDF 理事長は，
「石棺方式は考えていない，全量撤去の方針は変わらな
い」と返答しています。石棺方式のメリット・ディメ
リットを含め，きちんと説明しなければならなかったと
ころ，あっさり否定してしまったのです。

これは，「石棺」というデリケートなʠ技術用語ʡを不
用意に使うという配慮の無さと同時に，虚偽にしか感じ
られないメッセージを平気で発するという両面で原子力
界の信頼を著しく落とした失敗例でした。

原子力技術は，何を考え，どこに向かおうとしている
のか，こころざしと全体的なメッセージを市民の心に届
くよう発信していただきたいと思います。
滝 使用済核燃料についての国の姿勢は，法律で全量

再処理ということに固まっています。でも実際には，さ
きほど井上さんがおっしゃっていたようにオプションは
いろいろある。そういうものを今，国は考えようとして
いません。法律ができて体制ができているので，彼らは
思考停止にならざるを得ない。そうであれば学会が，全
量再処理以外のものも含めたメニューを示す。あるいは
藤田さんがやっておられた MA の短寿命化も考えても
いいのかもしれない。短期のものから長期のものまで放
射性廃棄物の処理については，これだけいろんな選択肢
があるということをみんなに知ってもらって，その議論
をしてもらう。これは役所ではできないことで，学会の

使命として考えてもらいたい。
澤田 学会への課題の投げかけがありましたが，理事

である佐治さんのリアクションをお願いします。
佐治 学会はいろいろな専門家や知見を集めて，言わ

ばデータベース化やアーカイブ化する，それをもとに政
策などの意思決定をしようとする人たちが利用するため
の客観的な存在としての学会なのか，もしくはアメリカ
の ANS (American Nuclear Society) と NEI (Nuclear
Energy Institute)の連携にみられるように，ロビー活動
に近いようなこと，要するに政策に対して積極的に提言
していくような，そういう立場というのも学会としてあ
り得るなと思っていて，自分の中で実はまだ答えが出て
いません。

1F の事故後に阪大の八木絵香氏が，学会の在り方に
ついて批判的に述べていたのは，学会が政治的メッセー
ジを発信し過ぎるということです。世間が期待している
学会とは，もっと客観的にいろんな知見やデータベース
とかを提供し，(意思決定の)材料として信頼できるアー
カイブとして存在すべきだという指摘でして，これは悩
ましいなと思っています。

当時はまだ ATENA(原子力エネルギー協議会)はな
く，米国の NEI の日本版をつくろうと言いながらも実
現できなくて，学会としては日本版 NEI 的な組織の代
わりとしての機能も果たすべきと考えた人がいても不思
議ではありません。八木さんの批判も分かるのですが，
日本版 NEI がないところでは学会がやむにやまれずそ
ういうような立場を取ったというふうにも感じていたと
ころです。

ともあれ，学会に世間が期待しているのは，やはり客
観的にそういう知見，データベースみたいなものをきち
んと整備し，意思決定者に対して信頼できる情報を提供
することなのかなと，私は感じています。
井上 核燃料サイクル関係で私がかつて主査を務めて

いた委員会では，今までの日本の政策に一切とらわれ
ず，今後原子力をどのように利用していくかによってど
ういう戦略や技術が必要か議論しています。さらに，そ
のためにはどんな問題があり，何を解決しなければなら
ないかということも議論してきています。学会としてそ
ういう役割は非常に重要だと思います。
井内 いま井上さんがおっしゃったような，核燃料サ

イクルについてのゼロベースの議論は学会としての重要
な役割だと思います。しかし，そういった議論の内容が
残念ながらなかなか伝わってきません。世間の人は，そ
ういうことが議論されているということ自体を知らず，
一方で，反対派から「核燃サイクルはすでに破綻してい
る」と言われたら，ああ，そうなんだなという受け取り方
をしがちです。

核燃料サイクルの技術的な点に興味を持ってみずから
情報を取りにいくような人はそんなにいないと思います
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が，高レベル放射性廃棄物を何らかの形で処分しなけれ
ばいけないという認識は，一般市民もある程度持ってい
ます。今の核燃料サイクルの考え方で処分するのが最も
適切なのかどうか，疑問に思う人たちのためにも，学会
でのゼロベースの議論をもっと伝える必要があります。

もう一点。冒頭，政治がビジョンを示し，もっと統合
されたメッセージを出すべきであるというお話がありま
したが，先ほどは脱炭素で石炭火力をやめていきましょ
うというときの大臣のトップダウンはけしからんという
話があり，その整合性がとても気になります。トップダ
ウンは駄目だけれども，ビジョンは示さなければならな
いという二つの話の関係が今一つわかりません。もっと
長期的なビジョンを示してから石炭火力をやめていきま
しょうという話をするべきだという趣旨でしょうか。

信念と決意をもった政治がない

滝 そうです。ビジョンを示す必要がある。20 年後，
30 年後の日本はどういう国でありたいのかということ
を政治家は示して，そのために政策を打っていく必要が
あるし，気候変動についても日本は何年までにゼロカー
ボンを達成する，あるいは達成しないといったビジョン
を示す必要がありますね。それを示した上で，国会や市
民レベル，あるいは学会レベルなどいろんなところで議
論をすべきだと思います。それでビジョンがよくないと
いう話であれば，それは選挙などを通じて修正できま
す。そこでは政治や国民や社会との間でのやり取り，コ
ミュニケーションをやるべきです。先ほどの石炭火力で
出てきたような話は目標が決まっていて，政府としてこ
れは動かさないと決めていくというプロセスとは違うと
思うのです。

本来であれば発電所を持っている人たちが，このまま
だと将来，石炭火力は使えなくなるかもしれないから，
そろそろ転換しようかということを自然に考えるような
環境をつくるべきです。政府が本当に CO2 削減を本気
でやりますと言っていれば，当然何年か先にはいずれ自
分たちの発電所は時代にそぐわなくなる可能性があるの
で，自主的にやめられるはずだし，早い段階から経営判
断ができます。それを突然，石炭火力は規制しますと言
うのは問題が多い。そういうやり方ではなくてビジョン
として CO2 削減を何年までにやります，原子力はその
中でこれくらい要りますといって，文句があるのであれ
ば選挙で洗礼を浴びる。でも，僕らは原子力が必要だと
信じているからやるのだというようなやり取りがあるべ
きなのですが，そういうことを安倍さんですらできな
い。
澤田 井内さんの指摘を私なりに解釈すると，いくら

ビジョンを出して政治にそれを投げたところで，政権は
何もできないのではないかと。

井上 井内さんが，今の燃料サイクルは破綻している
のにというようなことをおっしゃられましたが，私たち
が検討しているシナリオの中では原子力をやめるという
選択肢もあります。そのときにはどういう問題が起こっ
て，どういうことになるのかも含めて検討し，指摘する
ようにしています。

規制は安全目標を前提にすべき

澤田 規制の話に移りたいと思います。今は厳し過ぎ
る規制が原子力を駄目にする，体制の劣化を招いている
ように思います。発電用原子炉と研究用原子炉では，そ
の構造や出力，内蔵する放射性物質の量が異なるので，
規制の取り組み方(アプローチ)を段階的にすべし
(graded)というのがʠグレーデッド・アプローチʡです
ね。これは IAEA が強く勧告していることです。とこ
ろが日本の規制では，130 万 kW 級の大型商用軽水炉も
1 W の近大原子炉も同じグレードの規制を受けている。
この実態はいまでもなんら改善がなされていません。つ
まり，現実には一向にグレーデッド・アプローチに向
かっていかない。何が問題なんですか。
佐治 グレーデッド・アプローチだけではないのです

が，規制の問題の一つは，トップの人たちが公の場で述
べるメッセージと，規制官の現場での規制行為との
ギャップが大きい。グランドデザインを示した後，それ
を規制の実務に落とし込んでいくというようになればよ
いのですが。
澤田 そうはなっていない。
佐治 そもそも，大きな話では規制が厳し過ぎるとい

う議論をする前に，日本の規制は何のためにあるのかと
いうところで，社会のコンセンサスができていない。さ
きほどの統合的なメッセージという話と近くなります
が，政府のエネルギー基本計画の中で原子力への依存度
を可能な限り低減していくとされているので，原子力は
フェードアウトするというメッセージとして受け取る人
が多い。そうなると，今の規制というのは利用を継続す
るための規制というより，電気事業者が動かしたいなら
動かせるものは動かしていいけれども，最終的にはなく
すための規制だと受け取る人もいるのです。であるなら
ば，それは今の規制が厳しいかどうかという以前の話に
なります。そもそも今の日本の規制行為というのは何の
ためにやっているのかというところで社会的合意ができ
ていないのです。

われわれのように原子力の安全に関わる人間として
は，このような時に常に意識し議論するのは安全目標の
問題です。どれぐらいのリスクならば許容できるのかと
いう問題，利用によって得られる便益とそれに伴うリス
クを自分たちがはかりにかけて，このくらいのレベルの
リスクまでなら許容できる，あるいはここからは許容で
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きないので，そこには規制をかけるという判断の目安と
しての安全のレベルというのは本来，決まっているべき
です。しかしながら，今はそういう状況になっていませ
ん。安全目標に対する今の規制委員会の態度は棚上げ，
放置であり，私はそのことにはとても不満です。

利用を前提として規制するならば，この程度までなら
リスクを許容していいというレベルが必要で，それがな
ければ，結局はリスクゼロに向かう。規制行為の現場に
おいては，リスクゼロに向かうようなことが行われるこ
とがある。

どのぐらいのレベルで規制すべきなのかということを
まずグランドデザインとしてきちんと決めていないとこ
ろが，問題だと思います。厳し過ぎるという人もいるか
もしれませんが，そもそもどれぐらいにするかという社
会からの負託を受けていない状態では，厳し過ぎるのか
どうかの判断さえもできない。

私はメーカーなので，事業者や産業界にとって現在の
規制は厳しいなとは思いますが，それは一般社会にとっ
ても本当に厳しいと言えるのか。更田委員長は実際の規
制を行う規制官に比べると，非常に俯瞰的なもののおっ
しゃり方をされ，それを聞いている限り，厳しいだけで
はない感じもしますけれども，一方で国会の場で野党の
方からの厳しい質問に答えなければならない立場を考え
ると，厳しい規制を望む国民の負託に応えているともい
える。このように考えていくと，一様に今の規制が厳し
いと言う産業界の非難が的を射ているかどうかは，だん
だんわからなくなってきます。まずはそもそも論のとこ
ろで規制がどうあるべきかというところがきちんとして
いないことが，気持ち悪い。

けれども，その違和感は，規制委員会自身が最も感じ
るべきだと思います。だから，安全目標なるものを体系
化して決めてくださいと彼らが発信すべきなのに，なぜ
彼らはそれを棚ざらしにするのかがわからない。
澤田 利用を前提とした規制にはなっていない，廃止

に向かう規制であるから，グレーデッド・アプローチは
一向に進まず放置されているし，安全目標も曖昧なまま
グレーにして棚上げにされているという含意ですね。

つまり俯瞰的に見れば，政府がʠ原子力への依存度を
限りなく低くするʡと言っている，これは段階的に原子
力をゼロにすると言っているようにも解釈できますが，
まさに原子力規制委員会・規制庁は規制の立場で実行し
ていると見るのが正しいということですね。彼らは実に
忠実に政府の政策に従っている。そういう視点で見る
と，合理的に作業をしているということですね。要する
に規制という名の脱原子力に向かっているというのが正
しい見方なのですね。
佐治 正しいかどうかは分かりませんが，結果的にそ

うなってしまうのではないか。それだと滝さんがおっ
しゃっていた「このままだと原子力が終わる」ことにもな

ります。
一方で，原子力発電所が立地している自治体の知事さ

んの苦労も分かるのですが，彼らは限りなく安全サイド
のことを言っていれば，自分たちの社会的地位が脅かさ
れることもない。日本のエネルギー政策に対してどうか
という話に，自分たちがコミットしなければならないと
は思っていないから，今のような形にしかならない。

現場での規制行為は「パワハラ劇場」

澤田 田中さんはどうのように考えておられますか。
田中 佐治さんの発言に賛成です。ただ，規制委員会

は，今やっている規制の基準や規制行為を安全目標と比
較することはしてはいけないと言っています。つまり彼
らは，世界と同水準の安全目標ができて，それをもとに
今の規制委による規制行為と比較されると，自分たちの
行為がやり過ぎであることが明白になる。だからあえ
て，逃げているように思います。

私が懸念するのは，過剰な規制が安全文化の劣化を招
いているということです。その最大の証拠が，高速増殖
炉「もんじゅ」だったと思います。現場の人たちのモラル
を低下させるようにしたのは誰か。私は規制当局のやっ
たことが，その原因のかなりの部分をつくっていると思
います。東電のシュラウド問題の時に明らかになったよ
うに，過剰な規制をやることがかえって安全文化を劣化
させるということは証明されている。そのことを規制当
局は反省し，その結果として基準をつくったのですが，
本質的な規制の改善には結局なっていなかったのだと，
「もんじゅ」の時には思いました。

今の原発の安全審査はかわいそうです。安全審査の現
場は，パワハラ劇場ですさまじい。許認可権限を利用し
て何でも言うことができる，それに対して事業者は絶対
に反論できない。反論した瞬間に安全文化がない，安全
意識が落ちていると言われてしまう。だから，事業者は
言われるがままに反省の弁を述べるしかないというパワ
ハラがまかり通っています。私は，規制は欧米のように
きちんと理性的なやり方に直していただかないといけな
いと思っています。一方で，今規制の悪口を言うという
ことは国民全体を敵に回すことになり，ますます原子力
に対する理解を妨げてしまうことになる。だから事業者
は，今は歯を食いしばって，あらゆるパワハラに対して
下にうつむいて耐えるということしかできない。耐え抜
いて許認可をもらうということしか今はできないと思っ
ています。理性的にやれるようになるのは，次の時代だ
と考えています。
澤田 1F 事故後の 2012 年の民主党政権時代に，原子

力の再構築に向けたベースを作られた松浦さんに伺いま
す。更田委員長は事あるごとに，規制当局と事業者との
審査なりの場で，どんどん意見を言ってほしいと言って
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います。けれども，田中さんの言葉を借りると現場はパ
ワハラ劇場になっていて，権力を背景にした極めて歪な
非対称な関係になっている。
松浦 規制委員会での議事録を読んでいる限りでは，

更田さんは規制をより実際的，現実的なものにしたいと
いう意向を持っていると思います。けれども，規制委員
会と規制庁との間で，その意識が共有されていない。規
制庁にある種の官僚的な壁のようなものができあがっ
て，委員会の意思や意図するところを規制庁がきちんと
フォローしようとしていないのではないかなと思われる
ことがかなりたくさんあります。

もう一つは事業者がもう少し先読みをして，委員会に
いろいろ話を持ちかけるのが必要ではないかと思いま
す。更田さんからすると，どうして事業者はこんなこと
ぐらい考えておかないのだと思うことをかなり指摘して
いますので，そこのところはより本音でお互いに意見交
換しながら，合理的に話を進めていくというスタイルに
なるのが，本来のあり方だと思います。規制委員会は当
初は安全目標を決め，それに従って規制の体系をつくっ
ていこうという意識を持っていたようですが，今はそち
らの方向に一向に動きそうにない。であるならば，現実
的に対応していくしかない。なお，安全目標を作ること
自体が，日本では非常に難しいと思います。
澤田 それが松浦さんの口から出るとは意外です。な

ぜですか。

安全目標は死亡確率をめぐる議論で紛糾

松浦 私が安全委員会にいたときに安全目標を策定し
ようとして，リスク論で論理を進めていきました。その
際の安全目標の基準にしたのは人の死亡確率です。しか
し，これは安全委員会の中でも議論が出まして，とても
結論には至りませんでした。どういうことかというと，
工学的施設においてその安全を人の死で測るというのは
何事かと，そういうような議論はどうにも答えが出てこ
なかった。

なぜそうなるのかを私なりに考えたのですが，歴史的
にみて日本人が害を受けてたくさんの人が死んだ例は，
圧倒的に自然災害が多い。戦争もありましたが，数でみ
ると自然災害の方がはるかに多い。その自然災害に人間
の力で対抗しようとしても無理で，そういう局面におい
ては諦めるというのが，日本人の安全に対する基準の一
つとしてあると思います。

けれども自然ではなく人がもたらす害については対抗
できる。要するに自然災害については問わないけれど
も，人間がもたらす害，人工リスクについてはとことん
問うという基準が，心のあり方としてあると思います。

ヨーロッパでの災害による死者は，外国や異民族から
攻められた戦争によるものが圧倒的に多い。もちろんパ

ンデミックも時々ありましたが，数では戦争の方が多
い。戦争で死なないようにするには防衛力を高める，要
するに人の力で対抗しようとしてきた。全ての安全の基
準は，人の力で対抗してきたということがベースにある
わけです。それによってデジタルに基準を決めることが
当たり前にできる。欧米では人間がすることに対して，
人間の考えでその基準を決めるという考えがベースにあ
るのではないか。だから，それなりに数値化した目標を
つくることができたと思っています。

それからもう一つ，問題を非常にややこしくしている
のは，安心の問題です。安全と安心は違う話ですが，安
全と安心をセットにしてしまいがちです。安全でも安心
できないことや，安心していても安全でないことは山ほ
どある。その矛盾に日本人は関心がない。

安心はもともと仏教用語でして，悟りに至った心の状
態を言います。これはサイエンスやテクノロジーの範囲
に入れられるものではない。だから，私が安全委員長の
時は安心の話は一切しないということにしていました。
田中 松浦さんが委員長だったときに安全目標を最終

的に委員会決定できなかったとはいえ，安全目標策定を
真剣に検討されたということは価値のある重要なこと
だったと思います。事業者では，それに合うようにいろ
んな設計をしていました。例えば ABWR(改良型沸騰水
型軽水炉)の設計や保安規定の修正は安全目標，特に性
能目標を念頭に行ってきました。安全目標は案のままで
したが，それでも事業者はそれを守るようしてきたとい
うのが事実です。

そして今こそ，安全目標は絶対に必要だと思います。
工学的に際限なくリスクをゼロにしようということをめ
ざすのであれば，その工学の社会応用をやめてしまった
ほうが一番早い。けれどもそういうわけにはいかない。
人の死が評価材料になっているのは事実ですが，それが
他の社会リスクと比べる最も客観的な方法なので，私は
それを用いることでよいと思っています。

実際に薬や化学物質，農薬や肥料，あるいは自動車事
故，飛行機事故にしても，それらのリスクについては 10
万人当たりの死亡者は何人以下にすべきという水準があ
る。その点で原子力はとても高い安全水準が求められて
いて，原子力の場合は公衆の死亡リスクが 10 のマイナ
ス 6 乗以下とする安全目標が世界共通です。これをさら
にずっと下回るような実績を，原子力の世界では積み重
ねている。そんな目標を原子力分野で使えないという方
が，異常ではないか。

原子力発電所の運転の是非などをめぐって裁判所が判
断の際に使う言葉は，原子力が持っているリスクが「社
会通念上許容されているかどうか」ということ。けれど
もその許容水準について，裁判官で判断が分かれる時が
ある。安全目標があれば，裁判所が理性的に他の社会リ
スクと比べて安全かどうかの評価基準にすることができ
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る。そうすれば司法リスクも回避できるのではないかと
思います。事故で放出されるセシウム 137 が 100 テラベ
クレル以上になるものは 10 のマイナス 6 乗以下という，
規制委員会の今の安全目標は他の社会リスクと比べられ
ないし，一般国民には全くわからない。やはり人の死の
確率で評価する安全目標を正式に使っていくべきだと
思っています。

相場観のない中で基準を作ることは難しい

松浦 安全委員会で人の死を安全目標の基準にしたの
は，当時専門部会の会長であった近藤駿介氏のアイデア
ですが，人の生涯に関するリスクで，死亡統計よりも確
かな統計はない。医薬品などでも人の死が基準になって
います。けれども，例えば薬や自動車事故にしても，そ
れらのリスクがどんなものかとみんなが知っている，一
つの相場観を持っていて，その上で基準がつくられるの
で，皆さんが納得しやすい。

ところが，原子力の安全に関する安全基準は，社会の
いろいろなリスクよりも，さらに 2 桁ぐらい少ないとこ
ろでの議論となっている。人々がもつ相場観が全く得ら
れないような世界で基準を決めなければならない。これ
は放射線の被ばく防護基準も同じなのですが，それに対
してなかなか納得が得られていない。これは人々が，放
射線の障害に対して経験することがほとんどない。この
ために放射線障害の相場観が社会で得られにくい，これ
が最大の原因だと私は理解しています。

ともあれ，安全目標を策定しようとするならば，人の
死を基準にする，かつ一般社会のリスクより何桁か低い
値に設定するのが最も合理的だと思います。
小出 死をめぐる日本の特異性は，新型コロナ感染症

の対応でも欧米との違いをみせます。
適切な対応をとらなければどのくらいの死者がでる

か，各国政府は数理疫学に基づいた予測を示して行動変
容を求めました。しかし，日本政府は一切死者数を発表
しませんでした。そのまま危機を迎えることを心配し
た，数理疫学の専門家である，西浦博さん(現京大教授)
が，4 月 15 日に「今の状態を放置すると 42 万人の死者が
予測される」という試算を発表しました。官邸はこれを
「政府は関知しない」と否定。西浦さんへの批判も起こり
ましたが，現実的には，この発信がなければ，日本の
COVID-19 対策はさらに混乱し医療崩壊などの事態を迎
えたと思います。

敗戦後日本が失った最たるものが「死生観」だという指
摘がありますが，直視しなければならないものをきちん
と社会に示す。こうしたコミュニケーションの大切さ
は，原子力の世界でも同じだと思います。

核燃料サイクル政策の劣化

澤田 安全目標と死亡数の話が日本人に馴染みにくい
とするなら，それはとても困った話ですが，そのまま放
置はできないでしょう。

さて，この座談会のもう一つの重要テーマは，政策の
劣化なんです。先ほど「もんじゅ」に関しては田中さんか
らいくつか指摘がありました。ʠ「もんじゅ」後ʡに，とり
わけ核燃料サイクル政策が混迷しているということに関
してもう少し補足的なコメントをいただきたいのです
が。
田中 経済産業省は核燃料サイクルを推進する方針な

ので，2030 年断面では混乱や破綻はないと思っていま
す。ただし，きちんと再処理工場を竣工させないといけ
ない。もう一つは経済性の話ですが，巷間に言われるよ
うな破綻しているということは全然なくて，直接捨てる
よりもリサイクルしたほうが高くなるというのは全ての
製品について同じです。要はリサイクルして高くなって
も，それがまだ競争力を持っているということ。これが
原子力の特徴です。

政策の劣化は，プルトニウムの問題です。原子力委員
会がプルトニウム削減を言ったことで，すごく困ってい
ます。六ヶ所の再処理工場では現在，ヘビーメタルで 60
トン，プルトニウムで 30 トンの貯蔵容量を持っていま
すが，それに対してこれまでのアクティブ試験の結果と
してまだ 3 トンしかたまっていません。一方，MOX 燃
料の加工工場が六ヶ所で動き出すと毎年 7 トン必要にな
る。だから，圧倒的にプルトニウムが足りない。MOX
燃料工場が動く頃にはプルサーマルの対象炉もみんな動
き始めているでしょうから，そうなると全然足りなくな
ります。今の在庫が過剰だからプルトニウムを削減せよ
と原子力委員会が言ったことに大変困っています。そん
な政策をいったい誰が考えたのか。
井上 政策の劣化は，社会との価値観が共有されなく

なってきているからです。社会と原子力村，そして政策
担当者のギャップが広がってきている。これが社会的な
問題。もう一つ，技術的な問題としては，例えば，プル
トニウムを高速炉で回せば，今度は MA マネジメント
で大きな課題がある。これに対する答えはまだできてい
ません。だから，こういうものも社会的に議論をオープ
ンして，その上で日本としてどういう政策を取るべきか
ということを議論していく必要がある。これは原子力学
会の場でやるのが妥当だと思います。

「伝える」ではなく「伝わる」ことをめざす

澤田 これからの 10 年を俯瞰した上で，学会への提
案や期待を。
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井内 松浦さんが，原子力をエネルギーで使うメリッ
トと，それが軍事に使われるおそれについて，原理的な
ところまで含めてきちんと話をしなければならないと
おっしゃったことに共感しました。確かに，その原点を
抜きにして，社会との価値観の共有がありうるでしょう
か。軍事利用のおそれがあるのだから使わない方がいい
という考えの人も少なからずいると思います。原発と原
爆は同じであると。そういう，そもそも論を放置したま
ま，核燃料サイクルや高レベル放射性廃棄物や再稼働の
話をしても，ただ拒絶反応を持ってしまう人がいるで
しょう。また，先ほどおっしゃった「再エネ神話」のよう
なものがあるというのは，本当にその通りだと思ってい
ます。再エネ 100 ％でいけると，願望も込めて素朴に信
じている人たちがかなりいるのではないでしょうか。

私は原子力を推進する側の見解も反対する側の意見も
入ってくる機会がありますが，中には今日のこの議論全
体に拒否反応を示す人もいるだろうと思いながら聞いて
いました。
井上 「伝える」と「伝わる」とは違うと思います。今ま

で原子力利用についてはほとんど「伝える」だった。政策
を決めて社会にはこれが一番いい方法だと。また，例え
ば FBR サイクルを回すと，放射線が非常に強い MA が
かなり発生します。これを廃棄物にすることを社会が受
け入れることはかなり難しいと思います。この方法しか
ないという方針をあらかじめ決めた上で説得するという
方法を，原子力は今までやってきたのですが，これから
はいろいろなオプションを示してそれに対応できる技術
開発をするということが必要だと思います。そのような
議論の場を設定すべきだと思います。
澤田 情報提供じゃなくて情報共有の努力ですね。
佐治 国や政治家のリーダーシップに期待したいので

すが，彼らは結局，民意に寄り添い過ぎるところがある
と思います。この長期政権である安倍政権でさえ，長期
的に国益を見据えた視点で取り組んでくれないというこ
とが分かってきましたから，彼らには期待できないなと
いう気がしています。そうすると，われわれができるの
は，今まさに井上さんがおっしゃったような「伝わる」と
いうこと，もう少し言えばわれわれのコミュニティが信
頼できるということが分かってもらうためにはどうする
のか。そのために原子力学会は何かできないかという視
点で考えてみたいと思います。
澤田 ぜひ具体案を出してください。

国民が，原子力は必要だと思うように
なれるかが鍵

田中 井内さんが指摘されたように，国民が原子力は
やっぱり必要なんだなというふうに思えるかどうかが，
勝負のすべてです。そう思えるようにならないと政治家
もやってくれない。原子力は必要であり，その原子力は

安全性が高まっていますということを一生懸命いろんな
機会を利用して訴えていくことがわれわれの義務だと
思っています。
小出 原子力学会へのお願いです。1F 事故に関して

もいろんなレポートを出していますが，基本的にはイン
ナーサークル(部内者)のために発信をしている。送って
こられるプレスリリースにしても，内向きです。

コミュニケーションというのは何を誰に伝えるのかと
いう点が一番の原点です。テーマや相手も，それぞれの
場合で違うと思いますが，多くの国民は割と冷静にもの
を考えるという土壌もあります。基本はエネルギー面に
おける国家の安全保障で，その視点でこの国をどうする
のかという議論が根底にないと成り立たない。その枠の
中で原子力のことをいろいろ伝える，届けるという方法
論をこれから考えていかなければいけないし，そういう
方面での人材の育成も必要になってくると思います。こ
れは 10 年，20 年という長いスパンも考えながらの計画
とをお願いしたいと思います。
松浦 再度原子力の価値についてですが，もし世界中

の人が将来，今われわれが使っているぐらいの生活のレ
ベルをするための電力量を供給しようとしますと，地球
では原子力を使わない限り可能ではありません。そうい
う点では，もう原子力の価値を議論する必要がないくら
いはっきりしています。しかし，もし核兵器が使われる
ような可能性が高くなるようなら，人類として核エネル
ギー利用を断念すべきと考えます。現在の国際情勢の推
移を見ていますと懸念が増してきます。
澤田 それは極端な話で，中庸を取っていくのがやっ

ぱり人間の英知であり，これまで経験してきたことだと
思います。ヒトが人になる過程で火や言葉を使うように
なった。その火に近いものが原子力にあるのかもしれな
いと思います。松浦さんのおっしゃる二択ではなく，バ
ランスを取る方法があると思います。特にサイクルの実
用化においてそのことを日本が世界に向けて規範を示す
べきなのではないですか。
井内 安全性の話になると，原子力だけが特別に高い

安全性を求められていることがこれまでも不思議でし
た。東日本大震災にしても，多くの方が亡くなられた津
波という自然災害の中で，なぜ，原子力発電所の事故だ
けは突出して許されないこととされるのか。もちろん，
原発事故はあってはならないものですが，原子力だけは
ゼロリスクが求められると，がんじがらめで何も動かな
い状況が続くのではないかと感じております。危険なの
は原子力だけなのか。原子力だけでなく，化学物質，遺
伝子工学，AI など人間が開発したどんな技術にもリス
クはあるということを広く共有して，フラットに議論し
ていける土壌を何とか作れないかと思っております。
佐田 原子力政策は今まで国や専門家が決めて，それ

で国民を説得するという手法でしたが，それを再考しま
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せんか。いっそ住民の人と一緒に決めてはどうでしょう
か。例えば 1F の廃炉の最終的な姿は，国や専門家が最
適な方法を決めるのではなくて，はじめから住民のみな
さんを含めて一緒に決めたらどうか。あるいはもっと広
くは原子力の政策そのものの全体をみんなで決めたらど
うでしょうか。

さて，今日の 1F 事故をめぐる話題はとても広範囲に
わたるものであり，今日の座談会は全体を考える際の切
り口やアジェンダの提示と，その少し先までの展開まで
という設定で行いました。さらなる展開については別の
機会を学会誌ではこれからも数回にわたって企画してい
きます。
澤田 本日はこの他にも東電裁判，関電問題などを取

り上げる予定でしたが，予定された時間が尽きました。
本日はみなさん，長時間の座談を有難うございました。
学会内外に向けての貴重なメッセージがたくさん得られ
たと思います。

今回の座談に関して読者の方々の反響を期待したいと
思います。

(2020 年 7 月 28 日，オンライン会議で実施)

井内千穂（いうち・ちほ）
フリージャーナリスト，元ジャパンタイムズ

井上 正（いのうえ・ただし）
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小出重幸（こいで・しげゆき）
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佐治悦郎（さじ・えつろう）
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佐田 務（さた・つとむ）
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滝 順一（たき・じゅんいち）
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竹内純子（たけうち・すみこ）
国際環境経済研究所，U3 イノベーションズ

田中治邦（たなか・はるくに）
日本原燃

松浦祥次郎（まつうら・しょうじろう）
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藤田玲子（ふじた・れいこ）
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東京大学

澤田哲生（さわだ・てつお）
東京工業大学
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解説

時ւ༸環境์ࣹೳධ価γスςϜの։ൃٸۓ
ւ༸֦ࢄのਝ଎な༧ଌをՄೳに

日本原子力研究։ൃ機ߏ 小ྛ ୎໵，઒ଜ ӳ೭，上ฏ ༤基

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構では，放射性物質の海洋拡散挙動をਝ速に予測す
ることができる緊急時海洋環境放射能評価システム(STEAMER)を開発した。本ߘでは，
STEAMER を開発するに至った経緯とシステムの概要および利用について解説する。

KE┝┛O┖DS: S┘EA┑E┖, oceanic dispersion prediction, nuclear accident, SEA-┋EA┖N, oceanic dispersion
model, predictability, high resolution model

Ⅰ．は͡めに

原子力施設で万一の事故により放射性物質が環境中に
放出されると，放射性物質は大気・཮域経由または直接
海洋へ放出され，海洋汚染を引き起こす。海洋環境の汚
染状況を把握して緊急時対策を検討するために，事故に
より放出された放射性物質の分布と移行過程を予測する
ことは，日本国内のみならず近年原子力発電所の立地が
進む東アジア諸国を包囲する海域において重要である。

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構(以下，原
子力機構)では，放射性物質の海洋拡散モデル(SEA-
GEARN)の開発を進めてきた1)。(ג)東京電力ϗール
ディングス福島第一原子力発電所(以下，1F)の事故で
は，開発した SEA-GEARN を福島ԭの海域に適用し，
海水中における放射性物質の移行過程をৄ細に再現する
ことに成功した2)。しかし，これらは事故が発生してから
数ि間後に過去の海流場を用いて計算を実施したもので
あり，「将来の汚染状況を把握する」ଈ時予測ではなかっ
た。また，計算に必要な海流場等の入力データの作成や
妥当な計算条件の設定に数ि間程度の時間を必要とする
等，多くの問題を๊えていた。そこで，2014 年 8 月から
配信が開始された気象庁の海象予測オンラインデータの
活用等によりこれらの課題を解決し，日本を含む東アジ
ア諸国の周辺海域における放射性物質の拡散挙動をਝ速
に予測することができる緊急時海洋環境放射能評価シス
テム(STEAMER: SIort-Term Emergency Assessment

system of Marine Environmental Radioactivity)を開発し
た3)。

ච者らは STEAMER で実行される海洋拡散予測の精
度を定量的に評価するとともに，アンサンブル予測手法
を導入することで予測精度が向上することを示した4)。
さらに，領域海洋モデリングシステムを用いたダウンス
ケーリング手法により，原子力施設周辺のԊ؛域を対象
とした高分解能モデルを導入し，ைࣚを含めたԊ؛域の
ৄ細な海象を考慮することに成功した5)。これら一連の
研究成果は学術的に利活用できる技術が高く評価され，
「第 52 回日本原子力学会৆技術৆(2019 年度)」を受৆し
た。そこで，本ߘでは STEAMER を開発するに至った
経緯とシステムの概要および利用について解説する。

Ⅱ．γスςϜ։ൃの経Ң

STEAMER は原子力機構でഓってきた海洋シミュ
レーションの技術を統合したものである。そのため，本
ষでは STEAMER を開発する以前に原子力機構で実施
した主な研究成果について述べる。

1．Լ๺ւҬに͓けるւ༸֦ࢄ༧ଌγスςϜの੔උ
日本原燃が所有する੨৿県六ヶ所村の使用済燃料(ג)

再処理施設が本格的に運転される際には，少量ではある
が放射性物質を含む排水が計画的に海洋へ放出される。
施設の安全性を確保し，周辺住民への影響を評価する上
で，使用済燃料再処理施設の平常運転時および緊急時に
海洋へ放出される放射性物質が周辺の下๺海域に及΅す
影響を事前に把握しておく必要がある。

このため，原子力機構は，平成 7 年度から下๺海域に
おける海洋拡散予測システムの基盤となる SEA-

┈┩┺┩┰┳┴┱┩┲┸ ┳┪ ┗┬┳┶┸⓱┘┩┶┱ ┉┱┩┶┫┩┲┧┽ ┅┷┷┩┷┷┱┩┲┸ ┷┽┷┸┩┱ ┳┪
┑┥┶┭┲┩ ┉┲┺┭┶┳┲┱┩┲┸┥┰ ┖┥┨┭┳┥┧┸┭┺┭┸┽：Takuya ,obayasIi,
)ideyuki ,aXamura, :uki ,amidaira.

(2020 年 7 月 28 日 受理)
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GEARN を整備する事業を公益財ஂ法人日本海洋科学振
興財ஂ(以下，海洋財ஂ)から受託してきた。この事業に
おいて，海洋財ஂおよび原子力機構は当֘海域における
SEA-GEARN のパラメータを最適化し，シミュレー
ション結果の妥当性を検証した。本事業は現在も継続し
ており，予測システムの高度化や影響評価解析を実施し
ている。

ù．東日本大਒ࡂに͓けるରԠ
(1)1F 事ނに൐うւ༸Ԛછ
1F 事故では，放射性物質の海洋放出量が不明な状態

が継続し，事故の規模の把握や海産物ઁ取に対する線量
評価のため，放出量を評価することが٤緊の課題であっ
た。そこで，ච者らは，環境影響および線量評価上最も
重要な I-131 と Cs-137 の放出量を海水モニタリング
データから推定した。この結果は，その後発表された他
の推定結果とも概ね一கし，海洋放出データが全く入手
できない状況下でも，海水モニタリングデータから放出
量を推定できることを実証した。

海洋拡散シミュレーションを実施するにあたり，福島
ԭの海流場をৄ細に計算することが課題であった。そこ
で，ච者らは国立大学法人京౎大学(以下，京大)，国立
研究開発法人海洋研究開発機構(以下，海洋機構)および
海洋財ஂの協力を得て，前述した下๺海域における海洋
拡散予測システムを福島ԭに適用し，事故後数ि間で福
島ԭの海流場の計算ができる体制を整備した。前述の海
洋への直接放出量と世界版緊急時環境線量情報予測シス
テム第 2 版(WSPEEDI-II)6)による大気拡散シミュレー
ションで計算した海洋表面への௜着量を放出源として，
I-131 と Cs-137 の海洋拡散シミュレーションを実施し
た。シミュレーション結果は，観測された I-131 と
Cs-137 の海水中ೱ度を良޷に再現した。また，シミュ
レーション結果から，大気放出量が 3 月 15 日に増大し
たことに伴い，福島とٶ৓のԊ؛域およびٶ৓の๺東方
向の海域で高いೱ度の放射性物質が௜着したことや，ࠇ
ை続流域に౸達した放射性物質は活発なӔ活動によって
。釈されながら東方向に輸送されたこと等を示したر
(ù)༸上ඬྲྀ෺γϛϡϨーγョン
STEAMER の基盤である SEA-GEARN は，放射性物

質を対象とした海洋拡散シミュレーションだけではな
く，一般の環境問題にも適用されてきた。その一例とし
て，SEA-GEARN は，東日本大震災により流出した洋上
ඬ流物のシミュレーションに適用された。洋上ඬ流物
は，海洋環境を汚染するだけでなく，ߤ行ધഫへ被害を
与え，付着した生物により生態系へ悪影響を与えること
が懸念された。そのため，洋上ඬ流物の国内外へのඬ着
の可能性や太平洋上の分布状況を把握し，関係諸国への
適切な情報提供を検討するため，洋上ඬ流物シミュレー
ションが実施された。このプロジェクトは，環境省の

下，京大，海洋機構等により実施され，原子力機構は研
究協力機関として参加した。洋上ඬ流物シミュレーショ
ンは，SEA-GEARN に海上風と海流のデータを入力し
て実施された。シミュレーション結果は，観測された洋
上ඬ流物の分布を良޷に再現し，アリューシャン低気
圧，๺太平洋高気圧，ࠇை続流等が洋上ඬ流物の分布に
大きな影響を与えることを示した。さらに，数年先まで
の予測を実施し，将来の洋上ඬ流物の๺太平洋周辺諸国
へのඬ着時期や場所等を予測した。

ᶙ．γスςϜの֓要

1．45&".&3のߏ੒とࢉܭ機ೳ
STEAMER は，気象庁と米国海洋大気庁の海象予測

オンラインデータを基に，放射性物質の海洋放出量の情
報と SEA-GEARN を用いることで，将来の海水中およ
び海底ଯ積物中の放射性物質のೱ度を予測することがで
きるシステムである(ਤ 1)。また，WSPEEDI-II と結合
して用いることで，大気を経由して海洋へ௜着する放射
性物質の分布を予測することもできる。本ষでは，
STEAMER で用いる海象データと海洋拡散モデルおよ
び STEAMER の計算機能について解説する。
(1)ւ৅σーλ
STEAMER では，気象庁のシステム(MOVEöMRI.

COM)7)と米国海洋大気庁のシステム(Global RTOFS)8)

で予測される海象データを毎日自動受信している。
MOVEöMRI.COM には，全球，๺太平洋および๺西太
平洋を対象としたシステムがあるが，STEAMER では

( 26 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.11 (2020)
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ਤ 1 STEAMER のシステム構成
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๺太平洋版(MOVEöMRI.COM-NP)と๺西太平洋版
(MOVEöMRI.COM-WNP)で予測される海象データを
受信している。MOVEöMRI.COM-NP では，東西ೆ๺
方向ともに 1ö2 の˃水平分解能で 30 日先までの海象を予
測している。MOVEöMRI.COM-WNP では，日本周辺
海域を東西ೆ๺方向ともに 1ö10 の˃水平分解能で 30 日
先までの海象を予測している。一方，Global RTOFS は，
全球を対象とした東西ೆ๺方向ともに 1ö12 の˃水平分解
能を有するシステムであり，8 日先までの海象を予測し
ている。
(ù)ւ༸֦ࢄϞσル
SEA-GEARN は，放射性物質を模ٖした多数のཻ子

をランダムウォークモデルで௥੻することで放射性物܈
質の移流・拡散を計算する手法を࠾用している。また，
SEA-GEARN では༹存相，大ཻ子相および海底ଯ積相
の放射性物質の交換過程を計算することができる(ਤ
ù)。各相の定義は，海水中の放射性物質および現場ᖤ過
器のフィルターを通過する௜降速度を持たないඍ小ཻ子
にٵ着した放射性物質を༹存相，௜降速度を持つ大ཻ子
にٵ着した放射性物質を大ཻ子相，海底にଯ積した放射
性物質を海底ଯ積相としている。各相間における放射性
物質の移行は，速度定数を用いたٵ脱着，ଯ積，再ු༡
によって可逆的に行われる。
(3)45&".&3のࢉܭ機ೳ
現在のシステムは，ච者らのグループ内で構築したク

ラスターマシンにおいて運用している。システムの計算
機能として，基本計算機能とৄ細計算機能を整備した。

両計算機能ともに，๺太平洋と๺西太平洋を対象とした
海洋拡散を計算することができる(ਤ 3)。基本計算機能
では，日本を含む東アジア諸国の原子力施設と米国の原
子力؋ધの停ധߓの位置情報がొ録されており，これら
の施設で事故が発生した際には，単位放出条件(1 BR I-1

の放出)を用いてਝ速に海洋拡散予測を実施することが
できる。また，ొ録された施設から海洋への直接放出を
想定した事前予測を毎日自動で実施する機能も備えてい
る。ච者らは，2014 年 9 月から現在に至るまで自動計算
機能を用いて，1F を含む複数の原子力施設から放出さ
れる放射性物質を想定した事前予測を継続しており，シ
ステムの安定性やݎ࿚性を確認している。

ొ録地点以外で事故が発生した場合，大気を経由して
海洋へ௜着する放射性物質を考慮する場合，放射性物質
の放出量情報が事故の進展に伴い明らかになった場合等
は，計算条件の変更が必要となる。そのため，ৄ細計算
機能として，放射性物質の種類，放出海域の位置，放出
形態(海洋への直接放出，大気から海洋への௜着)，放出
量情報等の計算条件をৄ細に設定した海洋拡散予測を実
施することができる。

ù．45&".&3のੑೳධ価
STEAMER は，開発当初から原子力機構内で試験運

用され，安定性やݎ࿚性を有する実用的なシステムであ
ることが実証された。ここでは，STEAMER の性能に
関して，海洋拡散予測の精度と高分解能モデルについて
述べる。
(1)ւ༸֦ࢄ༧ଌのਫ਼౓ূݕ
STEAMER が受信する海象データには，予測データ

に加えて，受信する当日の海象場に相当する初期値デー
タ(再解析データ)が含まれる。再解析データは，予測開
始日までに得られた観測データをシミュレーションに融
合させることにより，高い精度を有している。そのた
め，STEAMER の開発当初から஝積された日々の再解
析データは，事後解析等を行うのに最適なデータと考え
ることができる。海洋拡散予測の精度は，海象の再解析
データを入力した海洋拡散シミュレーション(再解析シ
ミュレーション)の結果を真値として，海象の予測デー
タを入力した海洋拡散シミュレーション(予測シミュ
レーション)の結果を真値と比較することで検証した4)。
海洋拡散シミュレーションは，1F から仮想的に放出さ
れた Cs-137 を対象とし，2015 年 1 月から 2017 年 12 月
までの各月初日から 30 日間の再解析シミュレーション
と予測シミュレーションを実行した。再解析シミュレー
ションと予測シミュレーションの相違は，平ۉ的には予
測期間が長くなるとともに大きくなったが，シミュレー
ションの対象期間により予測精度は異なっていた。この
ことは，予測精度は対象期間の海象に依存し，例えば低
気圧等に伴うような海象の変動がܹしい期間では，正確
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ਤ ù 放射性物質の 3 相(༹存相，大ཻ子相，海底ଯ積相)間の
相互作用。

ਤ 3 STEAMER の海洋拡散シミュレーションの対象海域で
ある๺太平洋域と๺西太平洋域(࢛֯内)。数値は水深(km)を
示す。



25-29_vol62_11-䣈_ゎㄝ_PK.smd  Page 4 20/10/06 10:28  v4.00

な予測は困難になると考えられる。
現在運用している STEAMER では，同一の計算条件

に対して，1 ケースの海洋拡散予測を実施している。一
般的には，1 ケースの予測では正確な予測は困難であり，
複数の予測の平ۉや分散等で評価するアンサンブル予測
は，予測精度を向上させる有効な手段である。そのた
め，一定の時間間ִを持つ複数の初期値からアンサンブ
ル予測を実施するラグ平ۉ予測法を適用し，アンサンブ
ル予測による精度が単一予測の精度を上回ることを定量
的に示した。今後は，検証したアンサンブル予測手法を
STEAMER に導入する予定である。
(ù)ߴ෼ղೳ化
海洋拡散シミュレーションの予測精度は入力する海象

データに大きく依存するため，高精度な海象データが必
要である。STEAMER が受信する海象データの一つを
計算する MOVEöMRI.COM-WNP は，さまざまな観測
データをモデルに同化し，モデルの力学的整合性を保持
しながら現実に近い海象を再現して予測を行うシステム
である。その水平分解能は日本周辺海域で 1ö10 で˃あ
り，Ԋ؛域の複雑な流れやඍ小なӔ等の局地スケールの
海象を考慮することは困難であると考えられる。このよ
うな局地スケールの海象をモデルで考慮するには，一般
的に 1ö100 程˃度の水平分解能が必要とされている。

そこで，ダウンスケーリング手法を適用し，福島Ԋ؛
域を対象とした約 1ö100 の˃水平分解能を有するモデル
を開発した5)。これにより，計算領域は限定されるが，
原子力施設周辺のԊ؛域におけるৄ細な海象を計算する
ことが可能となり(ਤ û)，海洋拡散予測の精度が向上す
ることが期待できる。今後は，ダウンスケーリング手法
による高分解能モデルを STEAMER に導入する予定で
ある。

ᶚ．γスςϜのར༻

STEAMER の基本計算機能を用いたଈ時予測と事前
予測により得られる海洋汚染状況の予測情報およびৄ細
計算機能を用いた解析は，原子力事故が発生した際，以
下のような緊急時対策の検討および事故の状況把握に役
立つ。
―実際の汚染海域を調査するための緊急時海洋モニタリ

ング測点の設定

―海洋拡散モデルと海洋モニタリングデータを用いた
放射性物質の海洋への放出量推定

―大気拡散モデル，海洋拡散モデルおよび大気ö海洋
モニタリングデータを用いた放射性物質の大気への
放出量推定

―上記の推定放出量を用いた海洋汚染状況の事後解析と
将来予測

―海産物および脱Ԙ水のઁ取に伴う内部被ばくを防ぐ
ためのړې海域およびߤ行ې止海域の設定
なお，ᶙষ 1 節で述べた自動計算機能を用いた事前予

測による原子力施設からの放射性物質の仮想放出計算の
結果は，すでに 2,000 パターン以上得られている。これ
らのシミュレーション結果を解析することにより，対象
施設の周辺海域における放射性物質の移行について，主
要な移行パターンやق節変動等の特徴をந出することが
できる。このように，各施設の周辺海域における放射性
物質の移行を事前に把握しておくことは緊急時対策の備
えとして有効である。

1F の廃炉作業の一環として，多核種除去設備等で処
理した水，いわゆる「ALPS 処理水」の処分について，政
府が ALPS 処理水の処分方法を決定するための判断材
料を専門的な見地から提供する「多核種除去設備等処理
水の取扱いに関する小委員会」(以下，小委員会)では，

『前例のある水ৠ気放出および海洋放出が現実的な選択
肢である』ことを報告した9)。また，小委員会では，『事
前に拡散シミュレーション等を行い，周辺環境の安全性
に関して問題のないことも示していくべきである』とも
報告している。現在，政府で ALPS 処理水の処分につい
て議論されているが，地元を始め幅広い関係者の意見を
聞く中において，ALPS 処理水の処分による風評への影
響を抑えるためのわかりやすい情報発信が必要と指摘さ
れている。そのために，拡散シミュレーションを用いて
環境に放出された ALPS 処理水のೱ度が十分に低いこ
とを可視化し，安全性を示すことは一つの選択肢となり
得る。このように，STEAMER は 1F の廃炉対策に利活
用されることが期待できる。

ᶛ．͓わりに

本ߘでは，ච者らが開発した STEAMER について解
説した。現在は，スーパーコンϐューターにシステムを
移২し，計算の高速化および大規模化を目的とした作業
を進行している。今後はシステムの高度化として，ᶙষ
2 節で述べたアンサンブル予測手法や高分解能モデルを
STEAMER に導入する予定である。

システムの社会実装として，シミュレーション結果の
参রをر望する省庁に対して Web Ӿཡが可能となる体
制整備を実現させたが，今後は自治体や 1F 廃炉対策等
への情報配信も可能となるようにシステムの高度化を継
続し，情報を発信する予定である。
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ਤ û 2011 年 3 月 3 日の海表面のӔ運動の大きさ。ࠨ：∁分解
能モデルによる計算結果，ӈ：MOVEöMRI.COM-WNP による
計算結果。
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解説

3次元༗ݶ要ૉ๏によるù011年東๺஍方ଠฏ༸ԭ஍਒
本਒時の東京電力෱ౡୈ一原子力ൃ電所 1߸機のԠ౴
ղੳ

東京大学 ٢ଜ ೜，山田 知య，
日本大学 ଜٶ ྙ司

著者らがスーパーコンϐュータ「京」向けに機能と性能の向上を図った FEM 解析システム
ADVENTURE@Solid Ver.2 およびプリ・ポスト処理用付帯システムを用いて，東๺地方太平洋
ԭ本震時の東京電力福島第一原子力発電所 1 ߸機の地震応答をৄ細に解析した。集中質量系モ
デルと本 3 次元 FEM モデルの解析結果は，ڊ視的な地震応答解析性能に関して概ね良޷に一
கし，相互に解析精度を検証できた。3 次元 FEM モデルの解析から同 1 ߸機の地震応答の様
子をৄ細に捉えることができ，発生応力値は比較的低い値であったことも確認できた。

KE┝┛O┖DS: three-dimensional finite element method, seismic response analysis, parallel calculation, K
computer, ┆┛┖, Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant, lumped mass model, model construction,
visuali┾ation

Ⅰ．研究動機

日本のような地震多発国において，原子力発電所を設
置し安全に稼働させる上で，耐震設計は大変重要であ
る。特にその重要性が再認識されたのが，2007 年 7 月
16 日に発生したマグニチュード 6.8 の新ׁ県中越ԭ地震
であった。この地震によって，震央から約 16 km 地点に
ある東京電力ദ࡚מӋ原子力発電所ではෑ地内で震度 7
を記録し，被害が発生した。地震発生時，全 7 基のプラ
ントのうち 3，4，7 ߸機は 100 ％出力で運転中であり，
観測された最大加速度が設計時の基準地震動から予測さ
れた最大応答加速度を超え，観測記録の加速度応答スϖ
クトルが広い振動数範囲で設計時の基準地震動の加速度
応答スϖクトルを大幅に上回った。中越ԭ地震において
は，安全上重要な機器・構造物に損ইはほとんどみられ
なかったものの1, 2)，地震後の安全性の点検や地震対策
のためにプラントが長期間停止することとなった。

٢村らは，中越ԭ地震時のദ࡚מӋ原子力発電所の原
子炉の地震応答の様子をৄ細に再現すべく，同発電所の

沸騰水型原子炉(BWR)5 ߸機および改良型沸騰水型原子
炉(ABWR)7 ߸機の解析を，3 次元有限要素法(以下
FEM)を用いて行った。加振条件としては，観測地震波
および改గされた設計地震動を用いた。その結果の一部
である BWR5 ߸機を対象とし観測地震波を加振条件とし
て用いた解析結果を 2012 年に日本原子力学会和文論文
誌3)に，2015 年に同英文誌4)に発表した。上記の解析は
2008 年から 2010 年にかけて行われ，その結果は日本原
子力学会のߨԋ会などで発表されてきたが，それを論文
にまとめる作業を行っている最中の 2011 年 3 月 11 日
に，マグニチュード 9.0 の東๺地方太平洋ԭ地震が発生
した。このڊ大地震の発生により，同地域Ԋ؛に立地す
る 4 か所の原子力発電所(東京電力福島第一原子力発電
所，同第二原子力発電所，東๺電力ঁ઒原子力発電所，日
本原子力発電東海第二発電所)の 14 基(総電気出力 1,237
万 ,W)のプラントのうち当時稼働中であった 11 基すべ
てにおいて制ޚ๮がૠ入され自動停止(スクラム)し，そ
のうち 8 基は冷温停止し安定した状態になった。しか
し，地震の後に発生した大津波により被災した東京電力
福島第一原子力発電所の 6 基のプラントのうち，第 1～4
߸機で原子炉や使用済み燃料プールの冷٫機能の૕失に
より重大な事故が発生した。さまざまな事故調査報告書
において，上記事故の主要因は設計想定を大幅に超える
津波による全電源૕失とそれに伴う全冷٫機能の૕失と
いわれている5～9)。また，同発電所の耐震評価について

┗┩┭┷┱┭┧ ┖┩┷┴┳┲┷┩ ┅┲┥┰┽┷┭┷ ┳┪ ┙┲┭┸ ⓵ ┳┪ ┊┹┯┹┷┬┭┱┥⓱┈┥┭┭┧┬┭
┒┹┧┰┩┥┶ └┳┻┩┶ └┰┥┲┸ ┈┹┶┭┲┫ ┸┬┩ ⓶⓴⓵⓵ ┓┪┪ ┸┬┩ └┥┧┭┪┭┧ ┇┳┥┷┸ ┳┪
┘┳┬┳┯┹ ┉┥┶┸┬┵┹┥┯┩ ┙┷┭┲┫ ┘┬┶┩┩ ┈┭┱┩┲┷┭┳┲┥┰ ┊┭┲┭┸┩ ┉┰┩┱┩┲┸
┑┩┸┬┳┨：SIinobu :osIimura, Tomonori :amada, TomosIi
Miyamura.

(2020 年 7 月 4 日 受理)
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は，事故前にも事故後にも標準的な集中質量系モデルに
基づく耐震モデルを用いた評価が行われ公表されてい
る10, 11)。

しかしながら，今後も大きな地震の発生は予想される
ところであり，原子力発電所の今後の耐震安全性への高
度化要求を考えると，上記の地震発生時に福島第一原子
力発電所がどのような応答をしていたのかについて 3 次
元 FEM によってৄ細に把握することは，設計地震動を
越える地震力に対する原子力発電所の状態をৄ細に把握
する上で大変有用であると考える。また，3 次元 FEM
を原子力発電所のৄ細耐震解析に適用する上での技術的
課題を明らかにしておくこともその実用化を図る上で大
変重要と考える。

そこで，本研究では，前報3, 4)で発表した 3 次元 FEM
に基づく解析手法を，解析モデルの構築，解析，解析結
果のポスト処理の各プロセスにおいて，それぞれさらに
発展させ，2012 年から稼働を開始していたスーパーコン
ϐュータ「京」を活用し，東๺地方太平洋ԭ地震本震時の
東京電力福島第一原子力発電所 1 ߸機(1F1)の応答を解
析した12, 13)。

Ⅱ．フルスέール 3 次元 F&.Ϟσルの
֓要

本研究では，原子炉圧力容器，原子炉格納容器，サプ
レッションチェンバ(圧力抑制ࣨ)，ベント管などの主要
な圧力バウンダリー機器と原子炉建԰およびそれらの接
続部をすべて 3 次元 FEM によりৄ細にモデル化(この
モデルをフルスケール 3 次元 FEM モデルと称する)し
た。ਤ 1とਤ ùに CAD モデルの一部を示す。そして，
ਤ 3のӈ部分に示す集中質量系モデルによる原子炉ʵ建
԰ʵ地盤連成モデルに基づく耐震解析から得られた建԰
下部へのฒ進および回転の加速度時ࠁ歴を入力し解析を
行った。4 面体 1 次要素に基づく約 2 ԯ自由度規模モデ
ル(1 次要素モデル)を用いて 65 ඵ間(観測記録の 80 ඵ
から 145 ඵまで)の地震応答解析をӄ的時間積分法であ
る NeXmark b 法により行い，時間ࠁみ幅として
􀎔􀎔tĄ0.01 ඵを用いた。また，この解析の検証のために同

一メッシュ分割の 4 面体 2 次要素に基づく約 15 ԯ自由
度規模モデル(2 次要素モデル)を用いて 4.6 ඵ間(観測記
録の 80 ඵから 84.6 ඵまで)の地震応答解析も行った。

ᶙ．ू中࣭ྔܥϞσル，小規໛ 3 次元
F&.Ϟσルとൺֱしたフルスέール
3次元 F&.Ϟσルのಛ௃

わが国の重要構造物や施設の耐震設計評価には長年集
中質量系モデルが使われてきており，東京電力福島第一
原子力発電所の耐震評価においても，事故前，事故後共
に標準的な集中質量系モデルに基づく評価が行われ公表
された10, 11)。一方，欧米では 3 次元 FEM モデルを用い
た耐震解析が行われているものの，࠾用されている
FEM モデルは原子力発電所のڊ大さや複雑さと比べ
て，ৄ細度の低い小規模モデルに留まっている。わが国
の集中質量系モデルにしても，欧米の小規模 3 次元
FEM モデルにしても，耐震設計規格に基づき設定され
る安全༟度を適切に考慮しながら使用されるため，原子
力発電所の設計時におけるڊ視的な地震応答挙動の評価
には十分であったと言える。しかしながら，既設原子力
発電所が設計想定を超えるような大きな地震力にࡽされ
る場合には，各機器のৄ細な細部の耐震実力評価を行う
には必ずしも効率的ではないのではないかと考えてい
る。今後も設計想定を超える大きな地震の発生は予想さ
れるところであり，原子力発電所の耐震安全性のより一
層の高度化を目指すためには，東๺地方太平洋ԭ地震発
生時に福島第一原子力発電所がどのような応答をしてい
たのかについてフルスケール 3 次元 FEM 解析によって
ৄ細に把握することが，原子力耐震工学という学問的観
点から本質的に大変有用であると考えている。

ᶚ．ࢉܭ力学ɾࢉܭ科学の学術的観఺

計算力学・計算科学の学術的観点から見ると，ᶙで述
べた原子力耐震工学の本質的課題に立ち向かうことは，
一般に用いられている൚用 FEM コードに実装されてい
るアルΰリズムをฒྻ化し，ฒྻ計算機上で稼働させれ
ばよいという単७な話ではない。実機の極めて複雑な形
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ਤ 1 1ö4 をカットした建԰および圧力バウンダリー部の CAD モデルのௗ瞰図 ਤ ù 圧力バウンダリー部の CAD モデル
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状を扱いかつԯを超える大自由度のモデルを用いた
FEM 解析を，安定して高精度かつ高速に解けるように
するということが挑戦的課題となる。そのためには，そ
れを実現する革新的な理論・アルΰリズムと実装技術が
必ਢであり，本研究で用いた解析技術には，著者らが長
年研究開発を行ってきた階層型領域分割法()DDM)，
BDD 前処理法等の複数の୎越した独૑的な研究成果が
統合実装されている。また，過去にこのような超大規模
モデルを用いたフルスケール 3 次元 FEM による耐震解
析の事例が存在しなかったことから，本研究において
は，実機の細部のモデル化法，メッシュ構築，各種物性
値や解析条件付与等について，さまざまな試行錯誤と新
規の工෉が必ਢであった。また，ポスト処理に関して
も，V�V(Verification�Validation)を念頭においた解析
結果のந出や自動分析を実現する新規の理論・アルΰリ
ズムと付帯システムの研究開発が必ਢであった。

本研究の着手から本論文発行までに 8 年以上にわたる
長期の研究の取り組みが必要であったが，解析，モデル
構築，結果の処理等に関する技術的課題を一つ一つクリ
アしてここにḷり着いたことにより，フルスケール 3 次
元 FEM 解析に基づく原子力発電所の耐震解析技術の実
用化に向けた൶が開かれたと言える。

本研究で示した手法は，建԰ʵ原子炉格納容器ʵ原子
炉圧力容器ʵサプレッションチェンバʵベント管等の連
成系の相互作用をフルスケール 3 次元 FEM モデルによ
りৄ細に表現するとともに，各機器や機器の接続部のৄ

細変形挙動も同時に解析する手法となっている。この結
果，種々の仮定や過度のモデルの簡略化が排除されてい
るために，定量的にも視覚的にも耐震性能の実力に関し
て大変にৄ細な情報を得ることができる。論文13)中に
は，解析結果の静止画のみしかࡌܝできなかったが，実
際にはさまざまな視点からの動画も作成しており，動的
応答に関し有用な情報を得ることもできた。

ᶛ．ओ要な݁論

本研究から得られた主要な結論の要点を以下に記す。
ᶃ原子炉圧力容器-原子炉格納容器-原子炉建԰ʵ地盤連

成系の集中質量系モデルによる解析から得られた質点
位置における最大加速度の高さ方向分布およびさまざ
まな部位におけるচ応答スϖクトルと，フルスケール
3 次元 FEM 解析から得られた同じ標高位置における
節点に対する最大加速度分布と，চ応答スϖクトルを
それぞれ比較した。その結果，最大加速度の高さ分布
に関しては，鉄ࠎ構造であり重量以外は正しくモデル
化していない建԰最上階部分を除いて，3 次元 FEM
モデルと集中質量系モデルの解析結果は概ね良޷な一
கを示した。また，চ応答スϖクトルに関しては，集
中質量系モデルの各質点位置に対応する 3 次元 FEM
モデルの複数節点における水平方向のচ応答スϖクト
ルは，どの節点においても概ね同じ結果となった。ま
た，原子炉圧力容器のচ応答スϖクトルについては，
すべての周期において定量的にもよく一கした。以上

( 32 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.11 (2020)
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の結果から，ڊ視的な地震応答解析性能に関して，原
子炉圧力容器-原子炉格納容器-原子炉建԰連成系の集
中質量系モデルと，本研究で開発したフルスケール
3 次元 FEM モデルを相互に検証することができた。

ᶄ3 次元 FEM 解析結果をポスト処理し，各コンポーネ
ントの応力分布や時間変動を可視化した。その結果
から，東日本大震災本震時の地震応答の様子をよりৄ
しく捉えることができた。ਤ û に一例として時ࠁ
118.58 ඵにおける応力分布と変形の瞬間値を示す(カ
ラー図は目次ϖージ参র)。同図より炉容器や格納容
器のスタビライザ・サポート部やサプレッション・
チェンバやその支பに相対的に高応力部が確認され
る。
さらに，ਤ 5に示すように各機器に生じた最大相当応

力を求めることもできた。スタビライザーおよびサプ
レッションチェンバの支பやブレースについては，一部
で瞬間的に局所的に応力が高くなったが，細部でモデル
を簡略化しているため，全体としての߶性は良޷に表現
できていると考えられるものの，そこに生じる局所的な
応力値等については参考値とするのが妥当であると考え
ている。一方，それ以外のコンポーネントにおいては，
現状においてベストエスティメートに近い値が得られた
と考えている。その結果を見ると東日本大震災時の本震
時に東京電力福島第一原子力発電所 1 ߸機に生じた応力
値は比較的低い値であったことが確認できた。

ᶜ．ޙࠓのల๬

現状においては，現実の原子力発電所のフルスケール
3 次元 FEM モデルを構築することはもちろん，解析に
もポスト処理にも多大な計算機資源と労力を必要とす
る。しかし，スーパーコンϐュータ「京」のようなϖタス
ケールのԋ算性能を有するコンϐュータが活用できるよ
うになり，その上で十分な計算性能を発شする൚用
FEM 解析システム ADVENTURE がొ場したことによ
り，そうした解析が実現でき，大変に複雑で大規模な原
子力発電所の地震応答挙動を細部にわたってৄ細に検討
できることも実証された。この規模のフルスケール 3 次
元 FEM 解析は，集中質量系モデルと比べて比較になら
ないほど๲大な計算機資源と労力を要するため，現時点
では設計段階で活用するには不向きかもしれない。しか
し，既設原子力発電所が設計想定を超えるような強い地
震力を受ける際の耐震性能に関する実力を評価する大変
有用なπールとなる。また，東๺地方太平洋ԭ地震と津
波によって大きな被害を受けた福島第一発電所の現状の
耐震安全性を評価する上でも大変有用なπールになるだ
ろう。

著者らは，文部科学省フラッグシップ 2020 ポスト「京」
重点課題ᶈ「革新的クリーンエネルギーシステムの実用
化」プロジェクト(2015.12-2020.3)および，文部科学省「富
ַ」成果૑出加速プログラム「スーパーシミュレーション
と AI を連携活用した実機クリーンエネルギーシステム
のデジタルπインの構築と活用」プロジェクト(2020.4-
2023.3)を推進しており，その中で ADVENTURE@Solid
コードの「富ַ」向けチューニングを਱行中であり，「京」
と比べて 35 倍以上の性能向上を達成できる見込みであ
る。そうすると，本研究において示した計算時間は大幅
に短縮されることとなり，その実活用が現実のものと
なってくる。
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ਤ û 時ࠁ 118.58 ඵにおける応力分布と変形の例
(白：0 MPa，50：ࠇ MPa)(変位は 100 倍に拡大)

ਤ 5 機器毎の最大相当応力とその発生時ࠁ
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From Editors 編集委員会からのお知らせ

ʵ最近のฤ集委員会の話題よりʵ

(10 月 6 日 第 4 回論文誌ฤ集װ事会)
・テレビ会議システムを使ったリモート会議を実施した。

・8 月 16 日から 9 月 15 日までに英文論文誌に 23 報，和文論文誌に 5 報の

新規投ߘがあった。

・英༁公表事業の進ḿ状況が報告された。Vol. 3 の຋༁が終ྃし最後の記

事のߍӾ中。Vol. 1 と 4 の製版を開始している。

・学会৆論文৆への応ืのための推ન書内容を確認した。

・政府系事業の公開報告書および学位論文に関する投ߘ論文の新規性に関

して，意見が交換された。

・2021 年が福島事故 10 年に当たり，関連 RevieX を依頼することとした。

また，Virtual Issue として事故関連の 10 数ฤの論文を無料公開する。

・福島廃止措置特集߸への投ߘ状況が報告された。

・計算科学分野を独立の投۠ߘ分とはしないこととした。

(10 月 6 日 第 4 回学会誌ฤ集װ事会)
・テレビ会議システムを使ったリモート会議を実施した。

・委員長から理事会報告があり，Տ出ฤ集ސ問の後任として，ҏ藤ळஉ氏

(京大名༪)がঝ認されたという報告があった。

・「福島事故から 10 年」の 1 月߸特集の自治体首長の依頼状況と 2 月߸特集

の有識者の依頼状況について，ฤ集長から報告があった。

・新企画案「原子力のະ来を予測する，૑る」について佐治理事より進ḿ状

況の説明があった。

・学会誌電子化調査内容について最終案の説明がฤ集長からあった。委員

長，副委員長に理事会で報告していただく予定。

・学会誌 9 月߸アンケート回答結果を確認した。

・巻頭言，時論，その他の記事企画の進ḿ状況を確認し，ࡌܝ予定について

検討した。

ฤ集委員会連絡先˻Iensyu!aesK.or.Kp˼
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解説

෱ౡୈ一原子力ൃ電所ഇ࿍作業環境に͓ける
ԕִ์ࣹઢイϝージンά技術の։ൃと࣮ূ
統合ࣹ์ܕઢイϝージンάγスςϜ J3*4 のߏங

日本原子力研究։ൃ機ߏ 佐藤 ༏थ，ࡕࣉ ༞ଠ，ௗډ உݐ

東京電力ϗールディングスג式会社福島第一原子力発電所の廃炉作業をԁ׈に進めるにあた
り，作業環境に飛散・௜着した放射性物質の分布をʠ見える化ʡして把握することは，作業者
の被ばく線量の低減やৄ細な作業計画の立案を行う上で重要である。ここでは私たちが福島第
一原子力発電所やその周辺で行なってきた放射線イメージング技術の開発および現場における
実証例を঺介する。

KE┝┛O┖DS: ┖adiation imaging, ┖emote sensing, Fukushima Daiichi Nuclear Power Station Accident

Ⅰ．は͡めに

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に伴う東京
電力ϗールディングス(ג)福島第一原子力発電所(以下，
「東京電力 )D」，「1F」という)の事故から 9 年のࡀ月が
流れた。1F の構内は現在，フェーシングによるฮ装や
構内除染などでۭ間線量率の低減化が進み，そのほとん
どが一般作業෰で作業可能なエリアとなっている。しか
し一方で，原子炉建԰をはじめとした建԰内には作業者
の立ち入りが困難または長時間の作業が実施できない高
線量率のエリアが少なくなく，さらにはৄ細な放射性物
質の分布が把握されていないエリアも依然として存在す
る。このようなエリアにおいて，作業者の被ばく線量の
低減や作業計画の立案を実施しつつ除染や解体を進める
ためには，放射性物質の分布を把握することが重要であ
る。

放射性物質が飛散・௜着した 1F 建԰内では，চ面や
壁面，多数の機器やנ᛽といった複数個所に放射性物質
が分布している。このような高線量率な環境の中で主要
な汚染源を含む放射性物質の分布を把握することができ
れば，除染対象を決定することができるだけでなく，ど

の汚染源を除去すれば周囲のۭ間線量率を低減すること
ができるのか，複数ある汚染源についてどのॱ番で汚染
源を撤去していけばよいのか，といった事ฑを検討でき
るようになる。

こういった背景を౿まえて，著者らは 1F 原子炉建԰
内のような高線量率環境において放射性物質の分布を

ʠ3 次元的ʡに可視化することができるシステムの開発を
進めている。本ߘでは，その技術開発および測定例を঺
介する。

Ⅱ．統合ࣹ์ܕઢイϝージンάγスςϜ
J3*4のߏங

1F 原子炉建԰内のような高線量率環境において放射
性物質の分布を 3 次元的に可視化するためには，いくつ
かの要素技術を組み合わせる必要がある。はじめに，広
範囲に飛散した放射性物質の分布を測定することが可能
な放射線測定器が必要となる。さらに，作業者の立ち入
りが困難な高線量率エリアにおける測定を遠ִにて実施
するために，放射線測定器を遠ִૢ作ロボットへ౥ࡌす
ることが望まれる。ซせて，作業環境の 3 次元構造計測
を同時に実施し，放射線測定器で取得した放射性物質の
分布情報を作業環境の 3 次元モデルに統合することに
よって，放射性物質の 3 次元的な分布図を作成すること
を目指している。放射線測定の技術に加えて，ロボット
を用いた遠ִૢ作技術ならびにデータ可視化といった複
数の要素技術を統合させた放射線イメージング技術とし

┈┩┺┩┰┳┴┱┩┲┸ ┥┲┨ ┨┩┱┳┲┷┸┶┥┸┭┳┲ ┳┪ ┶┩┱┳┸┩ ┶┥┨┭┥┸┭┳┲ ┭┱┥┫┭┲┫
┸┩┧┬┲┳┰┳┫┽ ┭┲ ┸┬┩ ┨┩┧┳┱┱┭┷┷┭┳┲┭┲┫ ┻┳┶┯ ┩┲┺┭┶┳┲┱┩┲┸ ┳┪
┊┹┯┹┷┬┭┱┥ ┈┥┭┭┧┬┭ ┒┹┧┰┩┥┶ └┳┻┩┶ ┗┸┥┸┭┳┲：:uki Sato, :uta
Terasaka, Tatsuo Torii.

(2020 年 6 月 30 日 受理)
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て，われわれは本構想に基づくシステムを統合型放射線
イ メ ー ジ ン グ シ ス テ ム iRIS (integrated Radiation
Imaging System)と呼称している。

放射性物質の分布を可視化するための装置として，ガ
ンマ線イメージャが有望視されている。これは，従来の
サーベイメータを用いたʠ点ʡでの測定ではなく，装置
視野内に存在する放射性物質の分布をʠ面ʡ的に捉える
ことを可能とするものである。ガンマ線イメージャには
ϐンϗール方式，ූ߸化開口方式，およびコンプトンカ
メラ方式といくつかの種類があり，国内外を問わず多く
のグループにて開発が進められている。著者らは，1F
の過ࠅ環境において作業者が取り扱いやすく，かつ遠ִ
ૢ作ロボットに౥ࡌするという観点から，小型軽量を達
成しやすいコンプトンカメラ方式に着目した。

コンプトンカメラは原理上ःṭ体を必要とせず，放射
性物質から放出されるガンマ線を測定するための 2 層の
ガンマ線センサーから構成され，1 層目(散乱体)と 2 層
目(ٵ収体)で，各々相互作用した位置と，付与したエネ
ルギーから，ガンマ線の飛来方向を特定するデバイスで
ある。小型・軽量なコンプトンカメラの開発は，早Ҵ田
大学と浜松ϗトニクス᷂によって共同で開発されたもの
を基盤としたものが，すでに(ג)千代田テクノル(以下，
「千代田テクノル」という)によりൢ売されている1～3)。
原子力機構ではこの技術をベースに，現場に持ちこみқ
く，ドローンやクローラーロボットに౥ࡌすることが可
能な小型・軽量のコンプトンカメラをいくつか製作し，
iRIS システムへの実装を進めている。具体的には，小
型・軽量コンプトンカメラをドローンやクローラーロ
ボットに౥ࡌするとともに，レーザー光を用いた測域セ
ンサ(3D-LiDAR)やࣸ真立体復元技術(フォトグラメト
リ)で取得した作業環境の 3 次元モデルに，コンプトン
カメラで取得した放射性物質イメージを描画することに
よる放射性物質 3 次元可視化の技術開発および実証試験
を進めている。

ᶙ．෱ౡࠔؐؼݝ難۠Ҭに͓けるଌఆの
ྫࢪ࣮

遠ִૢ作ロボットを用いることにより，作業者の被ば
くやケガのリスクを低減しつつ，放射性物質の分布を測
定可能となることが期待される。著者らは，1F 廃炉作
業環境および福島県内のؐؼ困難۠域の԰外環境に飛
散・௜着した放射性物質の分布把握を目的とした取り組
みとして，コンプトンカメラをドローンに౥ࡌした遠ִ
放射線イメージングシステムを千代田テクノルと共同で
開発している。
ਤ 1は開発したイメージングシステムの外観である。

本システムでは，はじめに 3D-LiDAR をドローンに౥
して，あらかじめ設定したルートを自律飛行させるこࡌ
とにより，測定環境の 3 次元モデルを自動取得する。次
に，コンプトンカメラをドローンに౥ࡌして再度飛行さ
せ，取得した放射性物質の分布イメージを 3 次元モデル
上に重ね合わせることを実施する。コンプトンカメラ
は，千代田テクノルがൢ売するガンマ・キャッチャーと
同型のものを利用した3)。
ਤ ùは福島県ؐؼ困難۠域における実証試験の結果で

ある4)。図 2(a)は，3D-LiDAR で取得した測定環境の
3 次元モデルに，ۭࣸߤ真をషり付けたものである。こ
の 3 次元モデルに，コンプトンカメラで取得した放射性
物質分布のイメージ図を重ね合わせたものが図 2(b)で
ある。周囲に比べて線量率の高いϗットスポットをԫ৭
から੺৭で示す仕様としており，図中ӈ側のアスフΝル
トの道路上および図中下側の小道が，その他のエリアと
比較して高強度で結像している。ซせて，図 2(c)は比較
のためにサーベイメータを用いて作成した線量率マップ
である。図中ӈ側のアスフΝルトの道路上および図中下
側の小道は，ߞٳ地の内側(図 2(c)の白点線内)と比較し
て線量率が高いことが示されており，開発したシステム
が周囲に比べて線量率の高いϗットスポットを可視化で
きていることが分かる。なお，このシステムを用いるこ
とにより，サーベイメータを用いた測定では 1 日以上を
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ਤ 1 ドローンを基盤とした遠ִ放射線イメージングシステム。౥ࡌした(ࠨ)小型軽量コンプトンカメラと(ӈ)3D-LiDAR を示す。参
考資料 4 より転ࡌ。
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測定に要したが，本システムでは 30 分ະ満の測定時間
で，ϗットスポットの可視化に必要なデータを取得する
ことができ，測定時間の大幅な短縮が達成されている。

遠ִૢ作ロボットを用いた放射性物質分布測定の更な
る利点として，作業者のアクセスが困難な場所を測定で
きる点が挙げられる。今回実証試験を実施したؐؼ困難
۠域԰外環境では人の手入れがなされず૲木が生いໜっ
たままのエリアが，一方で 1F 作業環境では原子炉建԰
のオϖレーティングフロア等，物理的・放射線レベル的
に作業者のアクセスが困難な場所が多々存在する。これ
らの環境においては，サーベイメータを用いた測定では
被ばくやոզのリスクが大きく，そもそもアクセスが困
難である場合もある。一方で，ۭから遠ִにて測定可能
な本システムを用いることにより，短時間にて安全な測
定を実施することができる。現在，本システムの 1F 廃
炉作業環境への導入に向けた研究開発を進めている。

ᶚ．1Fݐ԰内に͓けるଌఆの࣮ྫࢪ

著者らは，東京電力 )D の協力のもと，1F のいくつか
の建԰内部にて iRIS システムを用いたϗットスポット

検知の実証試験を進めてきた。ਤ 3は，これまでに 1F
建԰内の測定で使用したコンプトンカメラの外観ࣸ真で
ある。千代田テクノルがൢ売するガンマ・キャッチャー
をベースとして，15�15 ϐクセルの Ce : GAGG シンチ
レータ(1 ϐクセル当たりのサイズは散乱体，ٵ収体につ
いてそれぞれ 1.5 mm�1.5 mm�5.0 mm および 1.5 mm
�1.5 mm�10.0 mm)とシリコン受光素子の組み合わせ
から成るガンマ線センサー，センサーから出力される信
߸を処理するための信߸処理基板ならびに光学画像を取
得するための光学カメラから構成されるシステムを製作
した。3 ߸機タービン建԰内における実証試験では，こ
の小型・軽量コンプトンカメラを使用することにより，
ۭ間線量率が 0.4～0.5 mSvöI といった従来のコンプト
ンカメラでは動作が困難な高線量率エリアにおいて，
ϗットスポット表面が最大で 3.5 mSvöI 程度の汚染源
を検知することに成功している5)。さらに，3D-LiDAR
を用いて取得した作業環境の 3 次元モデル上にϗットス
ポットのイメージを重ね合わせることにより，作業環境
中におけるϗットスポットの位置を 3 次元的に可視化し
た。

加えて，この小型・軽量コンプトンカメラを東京電力
)D 所有の小型クローラーロボット(米国 iRobot 社，
パックボット)に౥ࡌし，遠ִૢ作にてϗットスポット
を検知する実証試験も実施した6)。ਤ ûに示すように，
コンプトンカメラ，デジタルカメラおよび LED ライト
をロボットに౥ࡌし，1 ߸機原子炉建԰内部のϗットス
ポットの遠ִ検知を試みた。なお，ロボットおよびコン
プトンカメラのૢ作は，1F の໔震重要౩から遠ִにて
実施した。
ਤ 5は，測定エリアのࣸ真と，ここにコンプトンカメ

ラで取得したϗットスポットのイメージを重ね合わせた
結果である。正面Ԟにあるःṭ板ӈ側の伱間に強い結像
が見られたが，これは原子炉建԰の深部からのガンマ線
に起因するものと考えられる。このように本結果は，作
業者の容қな立ち入りが困難な高線量率のエリア
(�1 mSvöI)において，遠ִにてロボットをૢ作し，か
つϗットスポット検知を実施した例である。

また本測定では，複数のࣸ真をもとに作業現場の 3 次
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ਤ ù (a)3D-LiDAR で取得した測定環境の 3 次元モデルにߤ
ۭࣸ真をషり付けたもの。ۭࣸߤ真は国土地理Ӄの公開する地
図を使用した(Ittps: öömaps.gsi.go.Kpödevelopmentö icIiran.
Itml)。(b)コンプトンカメラで取得した放射性物質のイメー
ジを 3 次元モデルに投影したもの。੨৭から੺৭に変化するに
従って，放射性物質の஝積が大きいことを示す。(c)同エリア
において，サーベイメータを用いて作成した線量率分布マッ
プ。これらの図について，参考資料 4 より転ࡌ。

ਤ 3 1F 建԰内における測定で使用したコンプトンカメラの
ࣸ真。
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元モデルを復元し，ここにϗットスポットのイメージを
描画した。ਤ ýは，ϗットスポットを含む作業環境の 3
次元モデルを仮想現実(Virtual Reality: VR)システムに
導入し，ステレオ表示したものである。このような VR
可視化は，ϗットスポットの位置を 3 次元的に把握でき
るだけでなく，機器やנ᛽の状態といった作業現場のコ
ンディションを作業者が把握しやすくなるという利点も
݉ね備えている。1F の建԰内部は線量率が高く，作業
者の作業時間が限られているため，作業を実施する前に
作業現場の状況やϗットスポットの位置を作業者が体感
可能な VR システムは，作業者の危険回避や作業手ॱの
確認を含む事前トレーニングに役立つと期待される7)。

ᶛ．͓わりに

原子力機構では，1F の廃炉作業現場に飛散・௜着した
放射性物質の分布を簡便かつਝ速に測定することを目的
とし，放射線測定技術に遠ִૢ作技術や 3 次元環境モデ
リングといった異分野技術を組み合わせた統合型放射線
イメージングシステム iRIS の構築を進めている。本ߘ
では，ドローンを用いてۭから福島県ؐؼ困難۠域を測
定した結果や，1F 建԰内におけるクローラーロボット
を用いた測定を঺介した。

今後，1F 建԰内におけるより高線量率な環境(例えば
10 mSvöI 以上)において 3 次元的なϗットスポット調
査を実施するにあたり，そのような環境に対応可能なガ
ンマ線イメージャの開発が必要となることは明らかであ
る。また，נ᛽等が散乱した複雑なエリア内に৵入する
とともに，システムがʠ自分がどこを測定しているのかʡ
を把握可能とする自ݾ位置推定が必要となるなど，放射
線測定以外の観点からも性能向上に対する要求は多い。

これらを౿まえて現在，より高線量率な環境でも動作
可能なガンマ線イメージャを組み込んだ iRIS システム
の構築を進めるとともに，ガンマ線イメージャで取得さ
れる放射性物質イメージを，3D-LiDAR やフォトグラメ
トリで取得される作業環境の 3 次元モデルや自ݾ位置推
定情報と容қに統合可能なιフトウェアの整備を進めて
いる。ซせて，現場で利用する作業者が簡便に利用・ૢ

作できることに主؟を置いたϢーザーインターフェース
の改良も進めており，引き続き，作業現場のニーズを意
識してシステム開発を実施していく。ひいては，1F 建
԰内における実証試験を通して，これまでに測定がなさ
れていなかったエリアの汚染状況に関する知見を東京電
力 )D に提供したいと考えている。

本成果を得るにあたり，コンプトンカメラの小型・軽
量化に際し早Ҵ田大学の片岡淳教授，؛本࠼氏，ならび
に浜松ϗトニクス(ג)の中村重޾氏，平༄通人氏の協力
があった。加えて，コンプトンカメラ౥ࡌドローンシス
テムの共同開発において，千代田テクノルの小澤৻ޗ
氏，新ٶ一駿氏は，システム構築およびؐؼ困難۠域に
おける実証試験を共同で実施した。また，(ג)ϰィジブ
ルインフォメーションセンターの根本੣氏，็本ߒ二郎
氏，田村ஐ志氏は，放射性物質分布イメージの可視化ι
フトウェアの作成に貢献した。最後に，東京電力 )D の
Ӊ津木໻氏，஥元थ氏，٠地޾߂氏，ਗ਼岡英உ氏，高平史
郎氏は，1F における実証試験に対して，協力があった。

付記 本成果の一部は，地域復興実用化開発等促進事
業අ補ॿ金࠾択課題「無人飛行体をプラットフォームと
する放射線分布の 3D 可視化技術の開発」のもとに得ら
れた成果です。
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ਤ û クローラーロボットにコンプトンカメラを౥ࡌした遠ִ放射線イメージングシステム。(a)および(b)はシステムの正面および側面
からのࡱ影ࣸ真。(c)౥ࡌしたコンプトンカメラの外観。コンプトンカメラのガンマ線センサーには前後，ࠨӈ，上下にްさ 27 mm のԖ
ःṭを設けた。図は上部のःṭを外している。参考資料 6 より転ࡌ。
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ਤ 5 (a)光学カメラでࡱ影した測定エリアのࣸ真。(b)コンプ
トンカメラで取得したϗットスポットのイメージを光学ࣸ真に
重ね合わせたもの。

ਤ ý フォトグラメトリにより構築した 1F 原子炉建԰内の 3
次元モデルに，コンプトンカメラで取得したϗットスポットの
イメージを描画し，ステレオ表示した VR モデル。ࠨӈの図の
中央付近にコンプトンカメラで取得したϗットスポットのイ
メージを投影した。参考資料 6 より転ࡌ。
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解説

再ॲ理によるরࣹ済ۚଐ燃料からのࣜס
ϚイナーΞクνϊイυճऩ
γスςϜ׵଎࿍サイクルによるϚイナーΞクνϊイυ෼཭มߴ
の確ཱに޲けͯ

電力中央研究所 ଜ上 ൧௩，ؽ 政ར

高レベル放射性廃棄物処分の環境負ՙを低減するための分離変換システムでは，軽水炉使用
済燃料や高レベル廃ӷから分離回収した長半減期のマイナーアクチノイド(MA)を高速炉等で
র射して，短半減期ຢは安定核種に核変換する。このとき，実効的な MA の低減には，র射済
燃料から MA を回収し，再び高速炉等でর射することが不可欠である。電力中央研究所では，
実用化を見通せる高い燃ম度のর射済 MA 含有金ଐ燃料からの MA 回収を初めて実証した。
これまでの高レベル廃ӷからの MA 回収プロセス開発や MA 含有金ଐ燃料のর射実績と合わ
せて，金ଐ燃料による MA 分離変換のシステム全体の技術的成立性が確認された。

KE┝┛O┖DS: metal fuel, pyroprocessing, minor actinides, electrorefining, partitioning and transmutation, fast
reactor

Ⅰ．ϚイナーΞクνϊイυの෼཭ม׵

使用済燃料や使用済燃料を再処理した際に発生する高
レベル廃ӷは，マイナーアクチノイド(MA)等の長寿命
核種を含むため，数十万年にわたり放射性ಟ性が高い。
そのため，使用済燃料や高レベル廃ӷを長期にわたり安
全・確実に管理する体系を確立することは，今後の原子
力利用の在り方にかかわらず必ਢであると考える。

使用済燃料や高レベル廃ӷから分離回収した MA を
高速炉等でর射して，短半減期ຢは安定核種に核変換す
れば，ಟ性を有する期間を数十万年から数百年に短縮で
きると評価されている1)。このシステムを MA の分離
変換(ਤ 1)といい，高レベル放射性廃棄物の長期的な有
害度を低減し，さらにその処分の環境負ՙ低減も期待で
きることから，ಟ性や処分負担の見地から処分方策を検
討する際の有望なオプションの一つとして考えられてい
る。ただし，1 回のর射では全ての MA は核変換され
ず，また U や Pu が共存する場合には中性子ٵ収による
MA 生成も進む。そのため，MA 分離変換のメリットを

実効的にڗ受するためには，高速炉等のより一層の安全
性確保を大前提としつつ，র射後に燃料中に残留する
MA を分離回収し(リサイクル)，再度র射を行うことが
不可欠である。しかしながら，MA を含むࢎ化物燃料や
金ଐ燃料のর射試験は過去に実施されているものの，そ
れらのর射済 MA 燃料のリサイクルに関しては試験例
が少なく，MA 分離変換のシステム全体としての成立性
は十分に確認されていなかった。

Ⅱ．ۚଐ燃料ߴ଎࿍を༻いた."෼཭
ม׵技術։ൃ

電力中央研究所(以下，電中研)では，MA の核変換に
有利な金ଐ燃料高速炉に஫目し，金ଐ燃料による MA
分離変換システム構築を目指した研究開発を行ってい

┖┩┧┳┺┩┶┽ ┳┪ ┱┭┲┳┶ ┥┧┸┭┲┭┨┩┷ ┪┶┳┱ ┭┶┶┥┨┭┥┸┩┨ ┱┩┸┥┰┰┭┧ ┪┹┩┰ ⓿
┘┳┻┥┶┨ ┸┬┩ ┧┳┲┪┭┶┱┥┸┭┳┲ ┳┪ ┸┬┩ ┪┩┥┷┭┦┭┰┭┸┽ ┳┪ ┴┥┶┸┭┸┭┳┲┭┲┫ ┥┲┨
┸┶┥┲┷┱┹┸┥┸┭┳┲ ┪┳┶ ┱┭┲┳┶ ┥┧┸┭┲┭┨┩┷ ┭┲ ┪┥┷┸ ┶┩┥┧┸┳┶ ┪┹┩┰ ┧┽┧┰┩：
TsuyosIi Murakami, MasatosIi Iizuka.

(2020 年 6 月 30 日 受理)
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ਤ 1 MA の分離変換システム概念図。MA:マイナーアクチノ
イド，FP:核分྾生成物。
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る。その中で，JRC-,arlsruIe (欧州共同研究センター
(旧超ウラン元素研究所)，ドイπ)との共同研究として，
MA 含有金ଐ燃料を用いた小規模実証プロジェクトを
1988 年から約 30 年にわたって実施してきた。これは，
JRC-,arlsruIe での MA 含有金ଐ燃料の製造，フラン
スの高速原型炉フェニックスへの燃料輸送とর射，
JRC-,arlsruIe へのর射済燃料の再輸送とর射後試験
およびর射済燃料を用いた再処理試験など，MA 分離変
換サイクル概念の一連の要素を包含した国際的なプログ
ラムである。電中研から延べ 10 名以上の研究者が
JRC-,arlsruIe に଺在し，上記機関の専門家と共に研究
開発を実施した。以下ᶘষでは本プロジェクトの成果概
要を，ᶙষでは特にর射済 MA 含有燃料の再処理試験
により得られた成果について述べる。

(Ϩϕルഇӷからの."ճऩùߴ࣮．1

軽水炉燃料の再処理で発生する高レベル廃ӷに含まれ
る MA を，金ଐ燃料による MA 分離変換に適した化学
形態で回収するס式分離プロセスを開発した。このプロ
セスは，高レベル廃ӷの脱঳・ࢎ化・Ԙ素化および MA
回収工程からなる。MA 回収工程では，ס式再処理プロ
セス(ᶘɽ3 でৄ細を述べる)で用いる༹融Ԙやӷ体金ଐ
を༹ഔとして，MA の核分྾生成物(FP)からの分離も
行われる。軽水炉র射済 MOX 燃料を再処理して得られ
た実高レベル廃ӷを用いたס式分離試験では，廃ӷに含
まれるほ΅すべての MA を回収することに成功した。

ù．." ؚ༗ۚଐ燃料の੡଄ɾরࣹ͓よͼরࣹޙ

3ݧࢼ û)

U-Pu-;r 合金および 3 種類の MA 含有合金を製造し，
これらの合金からなる燃料ϐン(ਤ ù)を高速炉フェニッ
クスで燃ম度約 2.5 at.％，約 7 at.％あるいは約 10 at.％
までর射した。

র射後試験の結果から，金ଐ燃料のর射健全性を確認
するとともに，金ଐ燃料による MA 核変換が燃ম解析
による予測通りに進んでいることを実証した。

再ॲ理によるরࣹ済ۚଐ燃料のリサイクルࣜס．3
高速炉フェニックスでর射された金ଐ燃料(U-19Pu-

10;r および，U-19Pu-10;r-2MA-2RE)からの MA 回収
試験を実施した。次ষでその試験結果ৄ細を述べるよう
に，これまでに実証されていなかったর射済 MA 含有
金ଐ燃料からの MA リサイクルに初めて成功した。

MA リサイクルには，ס式再処理5)を適用した。ס式
再処理とは，水を含まない༹融Ԙ(Ԙ化リチウム(LiCl)
とԘ化カリウム(,Cl)の共থ組成混合Ԙを約 500 ℃で༹
融したもの，以降は༹融 LiCl-,Cl と表記)やӷ体金ଐを
༹ഔに用いる高温化学プロセスである。༹ഔとして水や
有機物を使用しないため，耐放射線性が高く，MA 分離

変換システムで想定されるような線量の高い燃料(高燃
ম度燃料，高 MA 含有燃料)のリサイクルにも適する。
また，Pu には U や MA が常にਵ伴するため，MA 回
収・核変換に޷適であり，かつ核拡散抵抗性が高いこと
も大きな特長である。ס式再処理プロセスでは，複数の
工程を経て，র射済金ଐ燃料からリサイクル燃料を製造
するとともに，FP を安定な廃棄体にดじ込める(ਤ 3)。

最も主要な工程である電解精製工程では，༹融
LiCl-,Cl 中でのアクチノイドや FP の電気化学的特徴
(༹出や析出しやすさの違い)を利用して，র射済金ଐ燃
料からのアクチノイドの回収と FP からの分離を次のよ
うに達成する。র射済金ଐ燃料から༹融 LiCl-,Cl 中に
༹出したアクチノイドは，固体ӄ極と呼ばれる鉄製ӄ極
やӷ体 Cd ӄ極に回収される。この時，アクチノイドよ
りも༹出しにくい貴金ଐ FP は不༹解残ᕓとなるため，
アクチノイドとは分離される。アクチノイドよりもӄ極
に析出しにくいアルカリ FP，アルカリ土類 FP および
土類ر FP は，アクチノイドと共にর射済金ଐ燃料から
༹出した後，ӄ極に析出するアクチノイドとは分離さ
れ，༹融 LiCl-,Cl 中に஝積していく。ӄ極に回収され
たアクチノイドはリサイクル金ଐ燃料製造の原料とな
る。金ଐ燃料は，燃料合金を༹融させた༹౬をர型内に
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ਤ 3 式再処理プロセスの概念図。MA:マイナーアクチノイס
ド，RE:ر土類 FP，ALE:アルカリ土類 FP，AM:アルカリ FP，
NM:貴金ଐ FP。

ਤ ù 金ଐ燃料ϐンの概略図。図内の数字は Xt.％。MA: Np,
Am, Cm，RE: :, Ce, Nd, Gd。



40-44_vol62_11-䣇_ゎㄝ_PK.smd  Page 3 20/10/06 10:39  v4.00

流しこむ射出成型法により製造される。射出成型法は遠
ִ運転性に優れ，MA 分離変換システムで想定される高
MA 含有燃料の製造にも適する。

ᶙ．রࣹ済ۚଐ燃料の電ղਫ਼੡ݧࢼýʙÿ)

MA 分離変換システムでは，高レベル廃ӷからの混入
分に核変換のためのর射による生成分が加わるため，র
射済燃料中の FP ೱ度が高くなる。さらに，র射済金ଐ
燃料内には ;r ೱ度の高い合金相ᾜが形成することが知
られており，リサイクル時には，このような合金相から
アクチノイドが༹出した後に ;r 構造体が残留すること
となる。この残留物により，アクチノイド༹解が継続的
に進行するために必要な，燃料中への༹融Ԙのしみ込み
や༹出したアクチノイドの拡散が阻害される懸念があ
る。そのため，র射済 MA 含有金ଐ燃料のリサイクル
を実証するためには，特徴的な燃料構造，多種多量の
FP の存在，かつ高線量という諸条件がリサイクルに与
える影響を，র射済金ଐ燃料を使用した試験により明ら
かにする必要がある。具体的には，ᶃアクチノイド高༹
解率とともに，高 FP ೱ度環境下でのᶄアクチノイドの
回収と FP からの分離をᶅ高い物質収支において示すこ
とが課題となる。

上記 3 点を示すことを目的として，高速炉フェニック
スでর射された金ଐ燃料の電解精製試験を実施した。試
験に供した燃料のর射前合金組成は，ද 1に示す通り，
U-19Pu-10;r および，高レベル廃ӷからの回収 MA と
混入するر土類(RE)を含む燃料を模ٖした U-19Pu-
10;r-2MA-2RE である。また，燃ম度は約 2.5 at.％(低
燃ম度)あるいは約 7 at.％(実用を見通せる燃ম度)であ
る。র射後の燃料ϐンから電解精製試験用に燃料片(ਤ
û)を，長さが 5～6 mm 程度になるように切り出した。
燃料片 1 個の重量は被෴管も含めて約 2 g，直ܘは
6.55 mm である。この燃料片を RUN1 では 8 個，RUN2
では 5 個，RUN3 では 2 個使用した。本試験は，高線量
のর射済燃料を高温下で取り扱うだけでなく，活性の高
い金ଐや࣪ٵ性の高い༹融Ԙを使用する。そのため，ࢎ
素や水分を含まない高७度不活性ง囲気を保てるϗット
セルおよび，多種多様なૢ作を遠ִで実施可能な試験装
置を新たに設計・製作した。電解精製試験中または，試
験後に回収した以下のサンプル(༹融 LiCl-,Cl の一部，
試験後のর射済金ଐ燃料，電解૧底のଯ積物，固体ӄ極
析出物，ӷ体 Cd ӄ極回収物)を ICP-MS(༠導結合プラ
ズマ質量分析装置)により定量分析した。得られた試験
結果の概要は以下の通りである。

ᶃΞクνϊイυ༹ղ率
1 式で表されるর射済金ଐ燃料中から༹融 LiCl-,Cl

中へのアクチノイド(U，Pu，Np，Am，Cm)༹解に関し
て，高い༹解率が達成されたことを確認した(ද ù)。

An ļ An3􀀫􀀫 􀀫􀀫 3e- (An: U，Pu，Np，Am，Cm)
(1)

ᶄΞクνϊイυのճऩと F1からの෼཭
鉄製の固体ӄ極上に生成した，デンドライト状析出物

(ਤ 5)の分析結果から，2 式に従って金ଐ U が選択的に
析出したことを確認した。

U3􀀫􀀫 􀀫􀀫 3e- ļ U (2)

また，ӷ体 Cd ӄ極を用いることで，MA が U や Pu
とともに Cd との合金として回収された(3 式)ことを確
認した。

An3􀀫􀀫 􀀫􀀫 3e- ļ An in Cd (3)

FP からの分離の指標である分離係数(定義を 4 式，結
果をਤ ýに示す)を評価した結果，アクチノイドとر土

ᾜ র射中には燃料内部の温度ޯ配により，燃料構成成分(U，
Pu，;r)の再分布が起こる。その結果，র射済燃料ではর射
前組成よりも ;r ೱ度が高い合金相や低い合金相が同心ԁ状
に分布する。
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ද 1 電解精製試験に供した燃料のর射前合金組成(Xt.％)
および燃ম度(at.％)

র射前合金組成(Xt.％) 燃ম度
RUN1 71U-19Pu-10;r

約 2.5 at.％
RUN2

67U-19Pu-10;r-2MA-2RE
RUN3 約 7 at.％
2MA：1.2Np-0.6Am-0.2Cm
2RE：1.4Nd-0.2:-0.2Ce-0.2Gd

ਤ û র射済U-Pu-;r-2MA-2RE合金燃料片
(燃ম度約2.5 at.％)の断面ࣸ真

ද ù র射済金ଐ燃料からのアクチノイド༹解率 �
༹解率 �(％)

U Pu Np Am Cm
RUN1 98.9 99.8 99 98.9 -��
RUN2 99.1 99.7 99.7 98.8 98.7
RUN3 95.7 99.6 98.3 97.5 97.1
� ༹解率(％)�(mini�m)ömini�100
mini：র射済燃料中初期アクチノイド量(燃ম計算コード

ORIGEN による計算値)
m：不༹解残ᕓ中アクチノイド量
�� 分析ະ実施
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類 FP(La, Ce, Pr, Nd, Gd)の分離係数には大きなࠩがあ
り，ر土類 FP から十分に分離してアクチノイドが回収
されたことも分かった。

(U を基準とした元素 M の分離係数)
�(༹融Ԙ中の MöU ೱ度比)ö(ӷ体 Cd 中の MöU ೱ度比)

(4)

なお，アルカリ FP(Rb, Cs)およびアルカリ土類 FP
(Sr, Ba)はӷ体 Cd 中には検出されず，༹融 LiCl-,Cl 中
への஝積のみが確認されたことから，アクチノイドがこ
れらの FP とも分離して回収されたことが分かった。

大部分の ;r，Mo，Tc，貴金ଐ FP (Pd, Ru, RI)は，不
༹解残ᕓとして被෴管内に残留し，༹融 LiCl-,Cl 中に
༹出したアクチノイドと分離されたことを確認した。こ
の不༹解残ᕓの構造は，র射済金ଐ燃料が持つ特徴的な
構造ᾜを反映していることが分かった。つまり，র射に
よりর射前よりも ;r ೱ度が高かった中央部および外周
部はポーラス ;r 構造，;r ೱ度が低かった中間部は ;r
ඍཻ子がڽ集した構造を持つことが分かった(ਤ þ)。さ
らに，貴金ଐ FP はこのような ;r 構造内に保持される
ことで電解精製装置内に散ҳしなかったことも確認され
た。

ᶅΞクνϊイυ͓よͼ F1の෺࣭ऩ支
電解精製において各元素がどのような挙動を示したか

を，র射済燃料中初期量(燃ম計算コード ORIGEN によ

る計算値)で規格化して定量的に検討した。例として
RUN3 における結果をਤ ÿに示す。図 8 より，上記ᶃお
よびᶄで述べたアクチノイドや FP の挙動は，高い物質
収支で明らかにされたことが分かる。ただし，アルカリ
FP およびアルカリ土類 FP に関しては，র射中にこれ
らの FP の一部がボンド Na と共に燃料ϐン上部のプレ
ナム部に移動し電解精製試験には持ち込まれなかったた
め，ORIGEN により計算されたর射済燃料中初期量に対
する割合としては，低い値となっている。一方，アルカ
リ FP およびアルカリ土類 FP の༹融 LiCl-,Cl 中ೱ度
は，電解精製試験初期に急ܹに増加し，その後のೱ度増
加は؇やかであった。このことから，電気化学的に༹出
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ਤ 5 鉄製固体ӄ極上に析出したデンドライト状 U 金ଐ

ਤ ý アクチノイドおよびر土類の分離係数
(ウランの分離係数を基準(�1)として比較)

ਤ þ র射済 U-Pu-;r 合金(燃ম度約 2.5 at.％)の電解精製試験
(RUN1)後に得られた不༹解残ᕓの断面ࣸ真

ਤ ÿ র射済 U-19Pu-10;r-2MA-2RE 合金(燃ম度約 7 at.％)
の電解精製試験(RUN3)における各元素の物質収支 �。
� র射済燃料中初期量(燃ম計算コード ORIGEN による計算値)に対
する割合。
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するアクチノイド(1 式)とは異なり，これらの FP は次
の化学反応式に従って༹融 LiCl-,Cl 中に༹出したと考
えられた。

3AM 􀀫􀀫 U3􀀫􀀫 ļ 3AM􀀫􀀫 􀀫􀀫 U (AM: Cs, Rb) (5)
3ALE 􀀫􀀫 2U3􀀫􀀫 ļ 3ALE2􀀫􀀫 􀀫􀀫 2U (ALE: Sr, Ba)(6)

ᶃ，ᶄ，ᶅの結果から，র射済 U-19Pu-10;r-(2MA-
2RE)燃料のリサイクルにס式再処理プロセスが適用可
能であると示された。また図 6 に示すように，分離係数
は，র射済燃料を使用した試験(ϗット試験)とະর射燃
料を使用した試験(コールド試験)で大きな違いが見られ
なかった。つまり，༹融Ԙとӷ体金ଐ間におけるアクチ
ノイドやر土類の分配平ߧ等の重要な化学的・電気化学
的挙動が，高線量かつ全 FP 元素が高ೱ度で共存する条
件から受ける影響は無視できる程度に小さいことが分
かった。このことは，র射済燃料を用いた試験を実施し
て初めて明らかになったことであり，༹融Ԙやӷ体金ଐ
༹ഔが放射線に対して非常に安定であるというס式再処
理プロセスの特長が改めて明示された。

ᶚ．·とめ

式再処理プロセスを適用することにより，র射済ס
MA 含有金ଐ燃料のリサイクルが可能であると初めて
実証された。これにより，これまでの MA 含有金ଐ燃
料のর射実績や高レベル廃ӷからの MA 回収試験結果
と合わせて，MA 分離変換システムの技術的成立性が十
分に示された。この成果は，高速炉導入の効果の一つと
されている MA 分離変換による放射性廃棄物処分の環
境負ՙ低減効果の信頼度を向上させ，将来の原子力利用
シナリオの多様性確保と議論の活性化に大いに貢献する
と期待される。
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Φンライン࠲ஊ会のޮ༻
フリージャーナリスト 井内 千穂

原子力学会誌の座談会に「フリーな立場から素朴な疑問などをڬむ」役で参加されたしというご依頼を
いただきڻいたが，こういう機会を断ってはいけないという人生訓と，「東日本大震災から 10 年を振り
返り，今後 10 年を俯瞰する」という૖大なテーマに心ऒかれてお引き受けすることにした。

原子力関係のエキスパートばかりの参加者一ཡを見ると，改めて場違いな自分にいたたまれなくなる
がもう遅い。;oom 画面を開くと᭞々たるإぶれがฒんでいた。世間から見れば今なおṖのベールに包
まれた「原子力村」の一端を自ࣨの PC から೷き込むなんて，コロナՒ前にはあり得なかったことだ。直
接お会いしているわけではないが，表情や語り口にも，音声が乱れた時のとっさの対応にも，その人と
なりが画面越しににじみ出る。Ṗのベールがほんの一部はがれ，心理的なڑ離がほんの少し縮まった。
話にௌき入るうちに，自分の無知をஏじるよりح޷心のほうが勝ってくる。時折急に「素朴な」発言を求
められるので気が抜けない。զながらڻくべき集中力で過ごした 3 時間だった。

印象に残ったのは，細かい技術の動向ではなく，さる重௟が「そもそも両ਕの剣である原子力」へのᷤ
藤をు࿐されたことだった。原子力村内では「それを言い出すと進まない」話かもしれない。しかし，そ
もそもの原子力の是非こそは，立場の違いや専門知識の有無にかかわらず共有している問いではない
か。長年の「村人」の発言にࣖを傾けながら，この心情を世間の人々にも聞いてもらいたいと思った。
せっかくのオンラインを生かして，全国各地の一般市民も視ௌ可能な座談会を企画することはできない
ものだろうか。

਒ࡂを෩化ͤ͞ないために
東京学ܳ大学ෟଐ国際中౳ڭҭ学ߍ 3年 小澤 ҍ子

近年の小学ߍや中学ߍにおいて，東日本大震災に関する授業はどれほど掘り下げられているのか。

私は小学 2 年生だった当時，東日本大震災を経験した。޾い，震源地から離れていたところにいた私

は物理的ダメージは受けなかったが，画面越しの中継で見た恐ろしい津波の光景は今でもはっきりと思

い出すことができる。小学生の頃に経験したほとんどのイベントの記Աは無いというのに。

あの恐ろしい震災から，あっという間に 9 年が経過した。今の小学生は，震災を経験していても覚え

ていない人の方が多いと伺った。実際に現在の小学 2 年生は，年ྸで言うと 7～8 ，にあたる。つまりࡀ

私がিܸを受けたあの東日本大震災を経験していないのだ。経験していない世代，覚えていない世代に

とって震災の恐ろしさに共感するのは非常に難しい。その中で，いかにして当時の出来事や感情を風化

させないようにするのか。

私は，ص上の教育だけでは足りないと考えている。これは東京౎内に住む私のຓの情報だが，ຓは「東

日本大震災ʹ教科書の内容」だと感じたようだ。もちろん，多くの社会科の学びは教科書のみで完結さ

れてしまう。しかし，地震大国である日本は特にこの教育には力を入れるべきなのではないか。福島に

足を運べる機会を作ったり，避難経験をされた方々とコミュニケーションをとれるような機会を設けた

りすれば，少しでも当時の出来事を「自分ごと化」できる。とにかく工෉していかなければならない，そ

して風化が加速する前に実行に移すべきだ。



45-47_vol62_11-K_儗免兄_PK.smd  Page 2 20/10/06 10:41  v4.00

( 46 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.11 (2020)

656

「໋か経済か」͡Όなくͯ「どͪらも໋」
本会理事 佐治 悦郎

東京電力福島第一原子力発電所事故のあと，停止していた他電力会社の原子力発電所を再稼働させる
ことに対して，「命より経済を優先させるのか」との批判をよくࣖにした。経済活動も結局，命を守るこ
とにつながるのに，そのように人々の生命や健߁と経済活動を対ቂさせて論じることに違和感を覚えた
ものだ。そして，今(7 月下०)，新型コロナウイルスの感染拡大が第 2 波とよばれるような様相をఄし始
めている状況にあって，ʠGo To トラベル事業ʡが開始された。まさに「命か経済か」問題である。しか
し，これについては政府の迷૸ぶりやそもそも時期尚早ではないかという批判はよく聞かれるものの，
「命より経済を優先させるのか」という強いトーンの批判はあまり聞こえてこない。それは，当֘分野の
経済活動の停止が，そこで働く人々の健߁や生命を脅かすという事実を，一般社会の人々が自分事とし
て理解できているからだ。経済活動の再開はたとえさまざまな感染拡大防止策をとったとしても確実に
感染者数を増加させ結果として死亡者も増やしてしまう。こうした予見性が極めて高い「死」を目の前に
しても，経済活動を優先させるという選択を社会は迷いながらも認めているのである。それは「命か経済
か」ではなくて「どちらも命」の問題と分かっているからだ。຋って原子力は，使うことによる「命のリス
ク」の増加は心配しても，利用をやめることによるリスクの増加を心配する人は社会の少数派であろう。
コロナՒを機に広く一般の人々が直面したリスク認知と社会の選択という難しい問題は，原子力も同じ
なんだと分かってもらうためにはどうすればよいのだろうか。このことが頭からずっと離れないᾜ。

ᾜ 佐治ӻ郎，「原子力施設はないのが一番安全？」，ʠSafety and Dialog(原子力安全委員会だより)ʡ, Vol.4, 25(2003),
Ittps:ööXarp.da.ndl.go.Kpöinfo:ndlKpöpidö9483636öXXX.nsr.go.KpöarcIiveönscöanzenös-dö04.pdf.

ษڧができͯྑいこととはʁ
大ࡕ市ཱ大学 ௗډ 千ஐ

最近，ϖーパーテストで高い点を取れて良いことはあるのか，あるとすれば何なのかと考えるように

なった。学ߍで点数をつけられるのはϖーパーテストと運動だ。運動ができて良いことは思いつく。足

が速ければ不審者から逃げられる可能性が高くなることや，危険な場所から早く離れられることなど

だ。そして自分の思うように体やボールをૢることができるのは非常にָしい。また運動自体が健߁に

良い影響を与えるという利点もある。

しかしษ強ができて良いことは思いුかばないのだ。「良い大学や良い会社に入れる」という声は聞く

が，それには賛同できない。「良い」とされる大学や会社に入ろうが入れなかろうが，基本は本人次第で

ָしくもつまらなくもなると思うからだ。また，ϖーパーテストができたからといって調査や研究も上

手くいくとは限らないのではないか，仕事の能力が高いとも限らないのではないかとも思う。「将来の

選択が広がる」という意見もある。選択肢が多くなるのは良いと思う。ただしここでまた気付く。ษ強

ができることと直接的にܨがる利点が思い当たらないのだ。その割にษ強というのは社会においてかな

り重点を置かれていると感じる。しかし個人的にはただ一つの指標にしか過ぎないと思う。これからの

人生でその考えは変わるかもしれないが。

今年から物理学を学び始める私だが，そこでは物理を学ぶだけでなくこれまでになかった学びをしよ

うと思う。
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しͯࢦଓՄೳなࣾ会を目࣋ 1 ʙ౔৕ͮくりʙ
京౎ڭҭ大学ෟଐ京౎小中学ߍ ་ڭ ໺ϲ山 ߂߁

近年，教育現場で஫目されているのは「society5.0」や「SDGs˞1」であり，この中にエネルギー問題も含
まれている。この問題を扱う教科は，一般的に理科や社会，総合的な学शの時間である。学ߍ現場では
「エネルギーミックス」が基本の視点であるが，「原子力はリスクが高くなくした方がよく，太陽光のよう
な再生可能エネルギーを増やした方がよい」という「原子力エネルギーʹ悪，再生可能エネルギーʹ善」
の印象が強いように感じる。

この背景には「原子力ʹ原子力発電」のイメージが強く，「福島の原発事故」が根強くあるように感じ
る。さらに，放射線・放射性物質・放射能・原子力などの言葉の持つ意味の違いが理解されていないた
めに，医療・工業・科学などでは必要不可欠なものとして利用されている放射線が原子力エネルギーと
は別のものであることすら十分理解されていないのではないだろうか。原子力に関わるさまざまな事実
があまり身近でないために，そのことを積極的に「知ろうとしない」ということが現実ではないだろう
か。原子力から再生可能エネルギーに移行し，「原子力」に頼らない社会を目指すことは大切である。し
かし，すでに存在している「核のΰミ」の処理をどうするのか，この議論は絶対に忘れてはならない。

これに対して太陽光エネルギーは，二ࢎ化炭素を出さないクリーンなイメージが強いが，広大な土地
が必要であり天候や自然災害に影響を受けやすい。どんなエネルギー源においても「リスクとベネ
フィット」が存在する。リスクを限りなく減らす方策を考え，さまざまなエネルギーを組み合わせてい
くことが必要である。

では教育現場がすべきことは何か。まずは科学的・経済的・社会的・歴史的な事実を子どもたちに伝
えることではないだろうか。子どもたちがそれぞれのエネルギーの「リスクとベネフィット」を考えるた
めの土壌づくりが必要である。その上で持続可能な社会について考えさせていくことがよいのではない
だろうか。
˞1 Sustainable Development Goals(持続可能な開発目標)

「όϕルのౝ」のޙを生きる
フリーライλー ෰෦ ඒ࡙

ੲ，人が᱘り，天に届く高いౝを建て始めた。神はౖり，ひとつだった彼らの言葉を乱した。人々は
意思ૄ通が図れなくなり，ౝの建設を諦め，離散した。旧約੟書が伝える「バベルのౝ」である。一説に
よると，᩻

㇂㆟㇉

された言葉の混乱は，一見同じ言葉が異なる意味を持ち，会話にᴥᴪを起こすという類のも
のだったらしい。

「健਍」と「検਍」は，同音でかつ意味もࣅる。健਍は，ප気にጶる前の一次予防，検਍は，ጶったප気
を早期発見する二次予防の策である。健਍は，不安解消や生活श慣改善の動機づけなどの目的を含む。
検਍には過剰਍断などの害があり，導入には৻重な検討を要する。

原発事故後に福島で始まったߕ状થ検査の実態は，ߕ状થがんを早期に発見する検਍である。この検
査を健਍と呼び，「ߕ状થ検査が住民の不安軽減に役立つ」と主ுする人もいるが，そう単७ではない。

放射線被ばくに関係なく，がんのリスクは加ྸとともに上がる。したがって検査を重ねるほど，がん
と਍断される可能性も高くなる。がんと਍断されれば当然不安解消どころではない。まして原発事故に
よる放射線被ばくの影響を知るためにと受けた検査でがんと਍断されれば，「放射線被ばくの影響でが
んになった」と感じ，強いショックを受けるだろう。

われわれは「バベルのౝ」以降を生きる。ࣅた言葉を使い分けて物事を伝えるためには，細心の஫意が
必要だ。故意に混乱を招くのはもってのほかだろう。われわれはもうこれ以上，散り散りになる必要は
ないのだから。
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解説シリーズ

最ઌ୺の研究։ൃ 日本原子力研究։ൃ機ߏ

ୈ ýճ ഇࢭાஔとഇغ෺のॲ理ॲ෼を目ࢦしͯ(1)
௿Ϩϕル์ࣹੑഇغ෺のॲ理ॲ෼と΢ラン߭山ด山ાஔにؔする
技術։ൃ

⁋ ஐ೭΄か

日本原子力研究開発機構ではバックエンド関連の研究・技術開発として，原子力施設の廃止
措置や安全で環境負ՙ低減につながる低レベル放射性廃棄物の処理処分技術開発と，地層処分
の基盤的研究開発を進めてきた。これらバックエンドに関する原子力機構の研究・技術開発の
最前線を 2 回にわたって঺介する。

KE┝┛O┖DS: Decommissioning, Clearance, ┖adioactive waste, Disposal, ┛aste processing, Decontamination,
Cement solidification, ┑ine closure

Ⅰ．は͡めに

日本原子力研究開発機構(以下「原子力機構」という。)
では，バックエンド関連技術の開発を大きく二つの分野
に分けて進めてきた。一つは，これまで原子力研究・技
術開発を担ってきて，役割を終えた原子力施設の廃止措
置と，研究開発活動および今後の廃止措置で発生する低
レベル放射性廃棄物(以下「廃棄物」という。)の処理処分
に関するものである。原子力施設の廃止措置においては
安全を確保しつつ，合理的，効率的な施設解体プロセス
やクリアランス制度の適用等，廃棄物の処理においては
廃棄物の最小化(減容処理等)や処分に向けた安定化等の
処理プロセス，廃棄物処分においてはຒ設する廃棄物の
技術基準への適合性に係る確認を含めた処分プロセスに
関する技術開発等である。

もう一つは地層処分に関する研究開発として，実際の
地質環境での人工バリアの適用性の確認や地質環境の長
期安定性に関する研究のほか処分場の設計や安全評価に
必要な技術開発等に取り組んでいる。また，2019 年度末
にຈ延およびਸ਼࿘での深地層の研究施設計画における成
果のとりまとめを行い 2020 年度以降の計画を策定した。

本ߘでは，これらバックエンドに関する原子力機構の研
究・技術開発の最前線を今後2回にわたり঺介する。今回
は前半でクリアランス制度の適用に向けた除染および廃
棄物の処理処分等に関する技術開発を，後半では人形ಕの
ウラン߭山のด山措置に関する技術開発を঺介する。

Ⅱ．原子力機ߏのόοクエンυର策への
औり૊み

原子力機構では，東海再処理施設の廃止措置に約 70 年
を要することなどを౿まえ，廃棄物の処理処分を含めた
原子力機構全体のバックエンド対策の長期にわたる見通
しおよび方針である「バックエンドロードマップ」を策定
した1)。

バックエンドロードマップでは，バックエンド対策を
推進するため，約 70 年の期間を第 1 期(約 10 年)，第 2 期
(約 20 年)，第 3 期(約 40 年)に۠分し，廃止措置および発
生する廃棄物の処理処分，施設内に存在する核燃料物質
の管理に係る個別の方針等を施設ごとに整理した。

また，長い期間と多ֹの資金を要するバックエンド対
策を着実に਱行するため，前述したように廃止措置，処
理処分に係る技術開発を計画的に進めるとともに，国内
外の知見も౿まえつつ，効率化・最適化に向け，技術開
発，マネジメント体制，人材の確保・育成，資金の確保・
活用等に継続的に取り組むこととしている。

なお，バックエンドロードマップは，バックエンド対
策の進ḿ状況等を౿まえ，必要に応じて見直すこととし

┊┶┳┲┸┰┭┲┩ ┳┪ ┖ ⓪ ┈ ┪┳┶ ┨┩┧┳┱┱┭┷┷┭┳┲┭┲┫ ┥┲┨ ┻┥┷┸┩ ┨┭┷┴┳┷┥┰ ⓬⓵⓭：
Tomoyuki TsuKi, Noritake Sugitsue, Fuminori Sato, Ryotatsu
MatsusIima, SIoKi ,ataoka, SIota Okada, TosIiki Sasaki,
Junya Inoue.

(2020 年 8 月 26 日 受理)
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ている。
一方，保有する原子力施設の安全強化と研究開発機能

の維持・発展を目指し，バックエンドロードマップを具
体化した計画として，継続利用する施設の「集約化・重点
化」，「施設の安全確保」および「バックエンド対策」を三
位一体で進める総合的な計画である「施設中長期計画」を
策定した2)。

以上を౿まえ，原子力機構では，バックエンド対策全
般をマネジメントするバックエンド統括本部を新設する
とともに，廃止措置の本格化に向け，マネジメントの改
善等について検討している。

ᶙ．ഇࢭાஔ，クリΞランスに܎る
技術։ൃ

廃止措置においては，施設の系統内に残留している放
射性物質の回収技術，機器等に付着した放射性物質を取
り除く(以下「除染」という。)技術，高線量環境下で解体
作業等を進めるための遠ִ技術等の開発ニーズがあり，
廃止措置中においても放射性物質を࿙えいしないよう安
全を確保しつつ，合理的，効率的に廃止措置を行うため
の技術開発に取り組んでいる。人形ಕ環境技術センター
では，廃棄物の発生量を低減するため，機器等を除染し，
クリアランス制度への適用を目指している。本ষでは，
ウランの除染技術開発の取り組みを঺介する。

1．ഇغ෺のൃ生ྔを௿ݮするআછ技術を։ൃ
人形ಕ環境技術センターの製࿉転換およびウランೱ縮

の研究開発に使用した大型ウラン取扱施設は，すでに廃
止措置段階にある。これらの施設の解体からは，約 13
万トンの解体物が発生し，そのうち，すでにクリアラン
スした約 50 トンのアルミニウム材を含む，約 1.7 万トン
は，表面にウランが付着した金ଐ解体物と推定してい
る。

ウラン取扱施設の廃止措置では，ウラン廃棄物の発生
量をできるだけ低減するため，設備等の解体により発生
する金ଐ解体物をクリアランスレベル以下まで除染し，
資源として再利用または一般廃棄物として処分すること
が，環境負ՙ低減や経済的合理性の観点から重要にな
る。

代表的な金ଐ解体物である遠心分離機(以下「遠心機」
という。)には，主に炭素߯が使われており，解体時に大
気中の水分と接触すると，表面にࢎ化鉄(Fe2O3)や，炭
素߯表面に残留したフッ素化合物の影響による b-オキ
シ水ࢎ化鉄(b-FeOO), J-FeOO))等の෗食層が生成さ
れる。運転中に炭素߯表面に付着したウランの多くは，
この過程で෗食層に移行するが，例えば，表面にඍ細な
Ԝತがある状態では，฼材表面にもわずかながらウラン
が残留する。

このため，クリアランスレベルまで除染するために

は，෗食層と合わせて฼材表面をわずかに除去する必要
があるが，金ଐ解体物の除染で一般的に用いられている
化被ບである෗食層の除去に時ࢎ，等を用いるとࢎེر
間を要し，この間に必要以上に฼材が༹解することで，
に༹解した鉄イオンに由来する二次廃棄物量が多ࢎེر
くなるという課題があった。この課題は広く認識されて
おり，例えば，有機ࢎを除染ӷに用いた研究3)等が行わ
れている。このような諸外国の研究開発動向も౿まえ，
化被ບである෗食層の༹解速度を高め，฼材の༹解量ࢎ
を最小化することが可能な除染ӷとして，༹ࢎ解と合わ
せて，ࢎ化力によるࢎ化༹解効果が期待できるӷ性を，
Fe-)2O 系のプールベ線図を参考に୳ࡧした。

この結果，ࢎ化ؐ元電位 �1,000 mV，p)�2.5 程度と
なるࢎ性機能水を選定し，除染性能確認を行った。な
お，ࢎ性機能水は，Ԙ化ナトリウム(NaCl)を電気分解す
ることで得られる次ѥԘ素ࢎ()ClO)と，次ѥԘ素ࢎೱ
度が高まることで二次的に生成されるඍ量のԘࢎ()Cl)
を含むӷ体で，容қに生成することができる安全なӷ体
である。
ਤ 1に表面に෗食層が生成した模ٖ試験片を用いた除

染試験の経過を示す。また，ਤ ùに試験結果として，水
素イオン()�)の消අ量から推定した鉄(Fe)の༹解量と
模ٖ試験片重量減量の関係を示す。

図 2 から，ࢎ性機能水は，ر釈ེࢎ(p)2.6)やر釈Ԙ
2.6)と比較して，模ٖ試験片表面に生成した෗食(p)ࢎ
層の༹解速度が相対的に大きいことが分かる。

一連の試験結果から，ࢎ性機能水の෗食層༹解速度は，
を用いた場合に比べ，約ࢎ釈Ԙرやࢎ釈ེر 2 倍程度と

( 49 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.11 (2020)

659

ਤ 1 除染試験での模ٖ試験片表面の変化

ਤ ù 模ٖ試験片(TP)の༹解特性比較
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なっている。このことから，ࢎ性機能水を用いることで，
෗食層༹解と同時に進行する฼材༹解時間が約 1ö2 とな
り，効率的に෗食層を除去できることを確認した。

また，実際にウランೱ縮に用いられた遠心機から࠾取
した試験片を用いて，ࢎ性機能水ਁ௮と超音波洗ড়を組
み合わせた除染試験により，従来のࢎེرを用いた技術
では，目標とする表面汚染ີ度(0.04 BRöcm2)まで除染
するのに，約 100 分程度を要していたが，この時間を約
1ö2 に短縮できる見通しが得られた。また，二次廃棄物
発生量を約 2 割削減できることを確認した4)。

性機能水を用いた除染技術は，人形ಕ環境技術センࢎ
ターのウラン取扱施設の廃止措置によって発生する金ଐ
解体物の除染に用いる主要技術と位置付け，遠心機への
適用に向け，炭素߯以外の材質への適用性や多様な形状
への適用性等についての確認試験を実施していく。

ᶚ．ഇغ෺のॲ理ॲ෼に܎る技術։ൃ

原子力機構では，ྩ和 11 年度のຒ設事業のૢ業を目
指し，現在立地活動などに取り組んでいるが，廃棄物の
処理処分においては，性状や汚染の状況がさまざまな廃
棄物を処分に適した形態(以下「廃棄体」という。)にする
べく，材質や汚染の状況に応じて廃棄物を分別し，容器
に固型化する等の安定化処理をして，トレンチ処分やコ
ンクリートϐット処分することを想定している。廃棄物
処理においては，新規固化材料による固型化技術，࠭ॆ
ర技術，廃棄物容器外部からの非破壊検査技術，AI を利
用した廃棄物分別技術等の開発に取り組んでいる。核燃
料サイクル工学研究所にある東海再処理施設では，発生
した低放射性廃ӷをセメント固化処理する技術の開発
や，ຒ設事業センターでは，ຒ設処分する廃棄物の受入
基準への適合性確認試験を行っている。また，ຒ設施設
の受入基準に適合しないと考えられる，過去に発生し保
管されている廃棄物の合理的な処理方法の検討を行って
いる。本ষではこれらの取り組みを঺介する。

1．௿์ࣹੑഇӷをηϝントݻ化する
核燃料サイクル工学研究所の低放射性廃棄物処理技術

開発施設(LWTF)では，東海再処理施設で発生した低放
射性ೱ縮廃ӷやリンࢎ廃ӷをセメント固化する計画を進
めている。このうち低放射性ೱ縮廃ӷはスラリ廃ӷと঳
根分解処理によっࢎԘ廃ӷは঳ࢎԘ廃ӷに分離し，঳ࢎ
て炭ࢎԘ廃ӷとした上でセメント固化する計画を進めて
いる。一方，原子力発電所におけるセメント固化で使用
される普通ポルトランドセメント(OPC)は，炭ࢎԘ廃ӷ
の固化に用いる場合にはߗ化が早過ぎるため適用が困難
であった。そこで，新しいセメント材を見つけるため，
実規模混練装置を用いて水セメント比やԘॆてん率(固
化した際の固化体に含まれるԘの割合)等の各種条件に
おける固化可能範囲や長期保管時の圧縮強度について調

査した。その結果，高炉スラグඍค末(BFS)と OPC を
混ぜたセメントを用いた試験で，十分に固化が可能であ
るとともに，目標である圧縮強度(8 MPa 以上)を満たす
ことを確認した。さらに，得られた固化体は，製造後
1 年間に強度が増加する傾向があることを確認した5)。
現在，得られた結果をもとに，セメント固化設備の設計
を進めている。

LWTF へセメント固化設備を導入するにあたり，設
備の設計(安全性評価)において，セメント固化体に含ま
れる放射性物質から生じる J 線により，固化体中の水分
が分解されて発生する水素ガス量を評価する必要があ
る。一般に，水素ガスの発生量は水素生成 G 値(以下，
「G()2)」)を用いて算出されるが，セメント固化体の G
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()2)は，固化する廃ӷ成分や使用するセメント材の組成
等によって異なると考えられる。このため，炭ࢎԘ廃ӷ
のセメント固化体の模ٖ試料を作製した上で，量子科学
技術研究開発機構の高࡚量子応用研究所にある Co-60 J
線র射施設にて J 線をর射し，発生した水素ガスを定量
することで G()2)を求めた。

試験の結果，原子力発電所で作製するセメント固化体を
想定したOPCと७水を混練した模ٖ試料のG()2)(0.08～
0.15 nö100 eV)と比較して，炭ࢎԘ廃ӷのセメント固化体
の模ٖ試料は比較的小さな G()2)(0.02～0.06 nö100 eV)を
持つことが分かった6)。現在，得られた結果をもとに，セ
メント固化設備の設計(安全性評価)を進めている。

ù．ഇغ෺༰ث内のۭ伱を௿ݮする
原子力機構では，研究施設等から発生する廃棄物のト

レンチ処分において，対象となる廃棄物を金ଐ製の֯型
容器に入れてຒ設処分する計画である。過去に実施され
たコンクリート廃棄物をフレキシブルコンテナに収納し
てຒ設したトレンチ処分と異なり，金ଐ製の容器を用い
ることにより，容器内にۭ伱が残存しやすい。容器内の
ۭ伱が大きいことは，トレンチຒ設施設の上部෴土が陥
຅する等，施設への有害な影響につながる可能性がある
ため，容器内のۭ伱を࠭でॆరし，ۭ伱が 20 vol％以下
となるような࠭のॆర方法の確立を目的とした基ૅ試験
を実施した(ਤ ý)。

細管状の廃棄物は，内部への࠭のॆరが難しいと予想
されたため，金ଐ細管を模ٖ廃棄物として選定し，小型
土૧の中に金ଐ細管を水平方向(0 )˃から 9 ま˃で傾ࣼを
つけて配置し，土૧を水平に振動させながら࠭質土をॆ
రする試験を実施した(ਤ þ)。

試験の結果，金ଐ細管の長手方向に土૧を振動させた
場合，金ଐ細管が水平(0 )˃に配置されていれば，金ଐ細
管内に一定のక固め度で࠭質土がॆరされることを確認
した。また，土૧内をۉ一にక固めることができ，有害
なۭ伱とならないことも確認した。一方，乱雑な配置を
模ٖして 9 ま˃で傾ࣼをつけて配置した場合は，傾ࣼが大
きくなるほどະॆర部が多く，ॆర性が悪くなることを
確認した(図 7)。

得られた結果から，金ଐ廃棄物を振動方向に対して水
平に収納すればॆర性の悪い細管でも࠭質土をॆరでき
る見通しが得られ，߯製֯型容器の実規模サイズ(1 m3

程度)における試験での試験条件を明らかにした。
今後は，実規模試験を行い，トレンチ処分において，

金ଐ廃棄物の容器への収納方法や࠭質土のॆర方法に係
る標準的な手ॱを設定することを検討していく7)。

3．ഇغ෺ॲ理のՃ଎に޲けたର策
原子力機構では，研究開発活動や施設の廃止措置に

よって発生した廃棄物をドラム؈等の容器に収納し保管

している。2019 年度末時点で約 35 万本(200 リットルド
ラム؈換算)の廃棄物を保管しており，これらのうち約
10 万本は，複数の施設から発生した廃棄物が混合されて
おり，放射能ೱ度評価手法の確立が必要な状況である。
また，このうちの一部の廃棄物にはすでに圧縮または固
化されている廃棄物があり，ຒ設施設の健全性を損なう
可燃物，有害物等の分別処理が必要である。しかし，分
別処理は，現在は主に作業員による目視と手作業により
行われているため，多くの時間とコストが必要となって
いることが課題である。そこで，多くの廃棄物を対象と
して合理的に分別処理を加速するため，総合的な対策の
検討を行った。そのうち，可燃物と有害物の分別に関す
る対策の例を以下に示す。

対策検討の前提として，廃棄物はトレンチ処分対象と
し，ຒ設施設への廃棄体の受入基準を検討した。また，
検討に際しては，ຒ設施設の健全性に影響を及΅さない
ような対策をߨじるといったຒ設施設の構造の高度化も
含めた。

まず，廃棄体に含まれる可燃物に対しては，(1)可燃物
分解に伴う将来のຒ設施設上部෴土の陥຅量をあらかじ
め見込んだ෴土対策，(2)可燃物分解によるガス発生量
に応じたガス抜き管の設置，(3)外周仕切り設備と同等
の掘削抵抗性を有する෴土構造の設置といった，ຒ設施
設の健全性に影響を及΅さないような対策をߨじたຒ設
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施設構造の高度化について検討した。その結果，これら
のຒ設施設の対策により，ຒ設する廃棄体中の可燃物は
20 vol％まで許容可能であるとした。

次に廃棄体に含まれる有害物に対しては，低レベル放
射性廃棄物処分における放射性物質のೱ度上限値の試算
方法と同じ手法を用いて，一般的な環境条件下での廃棄
体中の許容可能な含有量の試算値を示した8)。また，ア
ルミニウム等からのガスの発生によるຒ設施設等への影
響，被ばく線量への影響がないことも確認した。

これらのຒ設施設への受入基準の検討を౿まえ，ボト
ルネックとなっている可燃物，有害物等の分別作業の加
速対策を検討した。

可燃物への対策は，ຒ設する際にຒ設施設内での廃棄
体の定置管理を適切に行い，ຒ設施設全体として廃棄体
中の平ۉ可燃物割合を 20 vol％以内とすることで，可燃
物の分別を不要とすることとした。すなわち，小型加速
器を使用して高いエネルギーの X 線を発生させ，CT 画
像を取得する高エネルギー X 線 CT を利用することで，
廃棄物中の可燃物の体積を非破壊で評価し，可燃物やۭ
伱のほとんどない廃棄体を適切に混合して定置する管理
を行う。

有害物への対策は，開؈調査により，約 9 割の廃棄物
には有害物が含まれていないことが明らかになっている
ことから，有害物を含んでいる約 1 割の廃棄物を高エネ
ルギー X 線 CT により確認し，確認された有害物を含む
廃棄物のみ分別処理を行うこととした。

これらの対策により，処理に時間がかかる約 10 万本
の廃棄物の分別処理を大幅に加速できる見通しを得た。
今後，ຒ設施設の設計，CT 画像から有害物を判断する
技術の構築等を進め，対策の実現を目指す8)。

ᶛ．ਓܗಕの΢ラン߭山のด山ાஔ

人形ಕ環境技術センターにおいては，ウラン߭山の୳
，掘場੻地࠾選߭・製࿉の活動を終ྃし，࿐天・߭࠾・߭
道，発生した捨石や߭さいのたい積場などの߭山施設޵
のด山措置を進めており，߭山施設から発生するウラン
やラジウムなどを含む޵水の処理，෴土や地下水の組み
上げによる޵水の発生源対策および߭さいたい積場の෴
土措置に取り組んでいる。

これらの取り組みにおいては，޵水に含まれるウラ
ン，ラドンなどの除去技術，地下水流動，地中での放射
性物質の挙動などの研究開発テーマがあり，このうち，
地下水流動は，環境影響評価，߭水の発生源対策，地中
の物質移動に大きく関与しており，直接観測することが
できない地下水の流況を把握する手段としてのシミュ
レーション技術は重要な開発テーマとなっている。

本ষでは，地下水流動のシミュレーション技術開発に
おける新たな成果を報告する。

1．௚઀に観ଌができない஍中のಁਫ܎਺෼෍を
決ఆするٯղੳϓϩάラϜを։ൃ

地下水流動のシミュレーションに用いる解析コードは，
検証により妥当性および信頼性を確認した上で，ด山措
置に関わる環境影響評価などに利用されるが，シミュ
レーション解析の信頼性に関わるもう一つの要素として，
解析対象の地下領域における物性値および境界条件を計
算条件として適切に取り入れることが重要である。

特に，地中のಁ水係数分布や，地下水の流入出量，降
雨による地中へのਁಁ量などの境界条件は地下水流動に
大きく作用するため，信頼性の高い解析結果を得るに
は，シミュレーションの対象領域にこれらのデータを精
度良く反映することが求められる。しかし，実際に取得
できるデータは，ボーリングポイントやモニタリングポ
イントにて得られる離散的な試験データや観測データに
限られ，インプットデータとして計算対象領域全体に適
切な物性データ分布を設定することが，地下水流動シ
ミュレーションの信頼性に関わる課題となっている。

多くの場合，文献や観測データを基に推定されたデー
タセットの中から，試行錯誤的なシミュレーションを経
てインプットデータを決定しているが，この方法による
インプットデータには不確かさが含まれ，また，計算者
の主観に影響されやすくなる。

人形ಕ環境技術センターでは，ด山措置に関わる各所
において地下水位や޵道排水量を測定しており，上述の
課題に対応するため，地下水流動シミュレーションでの
アウトプットに相当するこれらの測定データに基づいて
客観的にಁ水係数分布や境界条件を同時に求める逆解析
プログラムを開発した。

ここで，ಁ水係数分布や地下水などの境界流量をイン
プットデータとして，地下水圧変動を求めるシミュレー
ションをॱ解析と呼ぶ。これに対し，逆解析では，地下
水圧や流量データを基に，ॱ解析のインプットデータで
あるಁ水係数や境界流量を求める。(ਤ ÿ)

雨水のਁಁ過程を含めた地下水シミュレーションで
は，完全に水にਁっていない不๞和領域における地下水
流れも取り扱う必要があるが，これまで๞和・不๞和領
域を対象とする逆解析は行われてこなかった。

また，逆解析では求めようとするະ知パラメータ(ॱ
解析のインプットデータ)数に比例して計算時間が増加
する時間コストや，ະ知パラメータを推定するための指
標となるモニタリングデータ(地下水位や流量)が求めた
いະ知パラメータ数に比べて少ない場合，一意の解が得
られない逆問題の不適切性が問題となる。そのため，計
算の安定性を確保しつつ，計算時間の効率化や，逆問題
の不適切性を改善する適切化手法が特に重要となる。

単相流(地下水流動においては๞和領域)の逆解析にお
いては，時間コストに関して，準ニュートン法と AdKoint
法を組みあわせた手法が有利であることが知られており，
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また，解の一意性を保証する手法としては，ノルム最小法
を用いることで，ボーリングやモニタリングによる実測
データを反映してಁ水係数などのະ知パラメータを推定
できることがわかっている。

本プログラムでは，これらの手法を๞和・不๞和領域
の地下水流れを扱う逆解析に適用し，種類の異なる複数
パラメータを同時にかつ高速に推定することをૂった。

検証のための数値実験として，ᶃ：ਤ Ā(a)に示す 3 層
からなる多層傾ࣼ地盤(各層のಁ水係数および境界流量
が逆解析におけるະ知データに相当)を想定し，ᶄ：観測
データに相当する水圧分布をॱ解析により算出(図 9(b)
のプロット A)した後，ᶅ：逆解析によりະ知データが
適切に推定されることを確認するために，׶えてᶃとは
異なるಁ水係数分布および境界流量を初期値としてᶄで
得られた水圧分布を用いて逆解析でಁ水係数分布および
境界流量の推定値を求め，ᶆ：改めてᶅの初期値を用い
たॱ解析および逆解析で求めた推定値を用いたॱ解析に
よりそれぞれ水圧分布を算出した(図 9(b)のۂ線 B,C)
結果，ۂ線 B が算出されるような初期値からでも，逆解
析により，観測データに相当するプロット A に十分近
いۂ線 C を算出できる推定値を求めることができてお
り，逆解析プログラムによる入力値の推定が適切に行わ
れていることを確認した。

これにより，不๞和領域を含む地下水流動シミュレー
ションの逆解析において，前述の計算手法を取り入れた
プログラムが，ಁ水係数分布の算出に有効であることを
確認した。

本手法によるインプットデータの算出は，実測が困難
な計算対象領域の物性値設定に関する課題への有力な対
応策であり，地下水流動シミュレーションの信頼性向上
に寄与するものである。

今後，޵水の発生源対策の有効性を評価するための地
下水流動シミュレーションに本手法を適用する予定であ
る9, 10)。
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井上準໵（いのうえ・じゅんや）
専門分野・関心分野 地下水流動解析，逆解析，ฒྻ計算
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ਤ Ā 逆解析の数値実験概要

ਤ ÿ ॱ解析および逆解析の入出力データの関係




